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１．はじめに（概要も含む） 


１－１.概  要 


 電線共同溝整備事業では,交通量が多い道路に


おける道路横断部の施工手法が課題である.道路


横断部の工法選定は,開削工法と推進工法の比較


検討を行い選定するが,工事費用のみの経済性で


評価すると開削工法が安価となる傾向にある. 


一方,開削工法の工事実施段階では,交通影響を考


慮して,夜間工事にて対応している現状である. 


 上記を踏まえ,設計段階において,交通規制を社


会的影響として捉え,この時に発生する渋滞損失


額を最も重要視される経済性に加味することで,


現場条件に則した工法の選定が可能になると考え,


検討手法に取り入れたものである. 


 


１－２.無電柱化の背景 


 我が国における無電柱化は,「防災」,「安全・


快適」,「景観・観光」を目的として,昭和 61 年度


の第１期計画が策定されてから平成 30 年度の第


７期計画までに 12,300km が整備されている． 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－１ 地中化による無電柱化イメージ※１ 


 無電柱化は,地中化による無電柱化と地中化以


外の無電柱化に区分され,「無電柱化推進計画」で


は,地中化による無電柱化が基本とされている. 


 以下,本稿では無電柱化の表現は地中化を指す. 


 


１－３.無電柱化事業の整備状況 


 我が国の無電柱化率は,ケーブル延長ベースで,


ロンドン・パリ等のヨーロッパや香港・シンガポ


ール等のアジアの主要都市では既成しているのに


対して,東京 23 区で 48％,大阪で 46％と遅れてい


る状況である. 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－２ 無電柱化の整備状況※２ 


 


 また,国内の整備状況を歩道路幅員別にみると,


整備延長 12,130km の内,約８割の 9,650km が歩道


幅員 2.5ｍ以上の道路における整備となっており,


歩道幅員が狭い或いは,歩道が無い道路は,２割程


度の整備と少ない状態である. 
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図－３ 歩道幅員別無電柱化延長※２ 


 


１－４.電線共同溝整備おける課題 


 電線共同溝整備事業の妨げとなる要因の一つと


して,工事費が高額となる点が挙げられる.国土交


通省では,電力・通信事業者等の意見を整理・集約


した「道路の無電柱化低コスト手法導入の手引き


(案)－Ver.2－」を示し,より一層の低コスト化を


推進する方針であるが, 電線共同溝整備事業は,


工事実施段階における条件変更が多い傾向にあり,


この変更による工事費の増加が想定以上となるこ


とが課題となっている. 


 以下に,主要な条件変更要因について記載する. 


（1）工事時間帯の変更 


 沿道の土地利用状況として,民家や商店が連担


する場合,歩行者の安全性確保の観点から夜間に


工事を実施する必要がある.交通量が多い道路横


断部等,交通規制による影響が大きいことから,交


通量が減少する夜間に工事を実施する必要がある. 


（2）土地利用状況の変更 


 沿道の土地利用状況の変化（空地にマンション


が建設される等）に伴い,電力・通信需要が増加し


たことで,工事実施段階で参画事業者の配線計画


に変更が生じる. 


（3）先行地下埋設物の変更 


 床掘や試験掘削時において,既存埋設物資料と


異なる占用位置である場合や,資料に記載のない


管理者不明の埋設管（以下,不明管という）が確認


された場合,電線共同溝の計画位置を変更する必


要がある. 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－４ 試験掘削状況 


 


 なお,これらの変更を行うためには,各管理者と


調整協議を行う必要があり,工事の遅延または, 


工事費増の要因となっている. 


表－１ 主要関係機関一覧 


管理区分 関係機関名称 


参画事業者 


一般電気事業者(東電・中電等),認


定電気通信事業者(NTT),認定電気


通信事業者(地域系・無線系・長距離


系),その他電線管理者(ケーブル


TV・有線放送等) 


占用事業者 


上水道,下水道,工業用水,広域水


道,農業用水,ガス,電力,NTT,情報


ボックス(国道管理者)等 


その他 
道路管理者(県道,国道),公安委員


会,河川管理者,鉄道管理者等 


※現地条件により,関係機関先は異なる. 


 


２．課題の抽出 


 前述の課題の内,本稿では交通量の多い道路横


断部の施工手法に着目し,工事実施段階における


工事費の変更が少ない検討手法を提案する. 


 電線共同溝整備事業の道路横断部の工法選定は,


開削工法と推進工法について,諸条件を含めた比


較検討を行い選定するが,工事費用のみの経済性


で評価すると圧倒的に開削工法が安価となる傾向


にある. 


 前述を踏まえ,設計段階においても,交通規制を


社会的影響と捉え,最も重要視される経済性に反


映させることで,現場条件に則した工法の選定が


可能になると考え,検討手法に取り入れた. 


水道管 


ガス管 


不明管 







 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


３－１.道路横断部の概要 


 道路横断部敷設の際,開削工法が一般的である.


開削工法は,低コスト化手法として浅層埋設が推


進されている中,土工や仮設工の観点から,最も安


価かつ迅速に施工可能であるといえる. 


 また,設置箇所は,信号制御のため公安委員会か


ら１交差点につき最低１箇所の道路横断部を要望


される.そのため,箇所数を少なくするために他の


参画事業者も統合して横断位置を設定する. 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－５ 本線横断部のイメージ 


 


 本線横断部の施工方法は,現道の交通量が極め


て多く,短期間の交通規制であっても著しい交通


渋滞が発生すると予想される場合,非開削工法で


ある推進工法の適用を検討することが望ましいと


されている.しかしながら,交通規制等の社会的影


響評価は,あくまでも感覚的な指標であり,決定根


拠として,承諾を得にくい現状にあり,工事費のみ


で比較されるケースが多い. 


 表－２に,高耐荷力方式における,土質条件別,


工法別の概算工事費（直接工事費）を示す. 


 


表－２ 工法別工事費比較表（100ｍ当り） 


工法名等 
概算工事費 


（直接工事費） 
備考 


開削工法 3,500 千円 注１ 


推


進


工


法 


Ａ社工法 10,300 千円 
注２ 


(参考値) 


Ｂ社工法 18,200 千円 注３ 


＜算定条件＞ 


注１：ヒューム管 φ450mm 簡易矢板土留め有り


にて算出 


注２：φ450mm 高耐荷力方式,想定土質：盛土 


注３：φ450mm 高耐荷力方式,想定土質：砂礫 


 


３－２.社会的影響の反映手法（交通規制） 


 交通規制に伴う社会的影響を比較検討として考


慮するためには,社会的影響をコストとして捉え,


経済性に加算することが重要と考える. 


 開削工法は,工事期間中における交通規制が必


須となり,著しい交通渋滞が予想されるため,この


時に発生する渋滞損失額を算定し経済性比較に加


味する.渋滞損失額の算定は,走行時間短縮便益に


おける時間価値原単位を用いることとした. 


走行時間短縮の便益算定には,下式を用い,車種


別の時間価値原単位は表－３を用いた※３. 


 


走行時間短縮便益:𝐵𝑇＝𝐵𝑇0 − 𝐵𝑇𝑊 


総走行時間費用:𝐵𝑇𝑖 = ∑ ∑ (𝑖𝑗 𝑄𝑖𝑗𝑙 × 𝑇𝑖𝑗𝑙 × 𝛼𝑗)×365 


ここで, 


𝐵𝑇:走行時間短縮便益(円/年) 


𝐵𝑇𝑖:整備𝑖の場合の総走行時間費用(円/年) 


𝑄𝑖𝑗𝑙:整備𝑖の場合のリンク𝑙における車種𝑗の交通量(台/日) 


𝑇𝑖𝑗𝑙:整備𝑖の場合のリンク𝑙における車種𝑗の走行時間(分) 


𝛼𝑗：車種𝑗の時間価値原単位(円/分・台) 


𝑖：整備有の場合𝑊,無の場合０ 


𝑗：車種   𝑙：リンク 


表－３ 車種別の時間価値原単位※３ 


車種（j） 時間価値原単位(円/分・台) 


乗用車 39.60      


バ ス 365.96      


乗用車類 45.15      


小型貨物車 50.46      


普通貨物車 67.95      


※平成 29 年価格 


※時間価値原単位については,地域または道路


種別によって差が生じることも考えられる. 


  ：電力 


  ：通信 







 


なお,リンクの通過時間は,現況交通量調査に基


づいた交通流ミクロシミュレーション(ミクロ


SIM)を実施し,工事影響箇所の通過時間を平常時


と比較することで算定した. 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－６ 平常時シミュレーション結果 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－７ 施工時シミュレーション結果 


 


３－３.渋滞損失額の算定 


 前述の検討手法に基づき,渋滞損失額を算定し


た結果 18,300 千円程度となった.この結果と開削


工法の工事費を加算すると 21,800 千円（3,500 千


円＋18,300 千円）となり,砂礫の推進工法に比べ


高価となることから,経済性・社会的影響の低減性


で優位となる推進工法(Ｂ社工法)を採用した. 


 表－４に,渋滞損失額算定結果を示す. 


 


表－４ 渋滞損失額の算定結果（8 時間当り） 


項 目 算 出 費 用 


概算工事費 3,500 千円    


渋滞損失額 18,300 千円    


計 21,800 千円    


＜算定条件＞ 


・リンク：連続する信号交差点間（L=1.0km） 


・道路横断部の箇所数：１箇所 


・１車線当りの交通量：9,000 台/時 


・走行時間差：15 分(ミクロ SIM により算出) 


・工事日数：８日（準備工,不稼働日数含む） 


 


４．おわりに 


 今回の検討手法では,開削工法と推進工法を同


じ条件として検討したが,例えば,コンクリート舗


装やコンポジット舗装を採用している道路では,


取壊し・復旧等が必要となり,工事費の増加や工事


日数の長期化が考えられるため,推進工法が優位


になると予想される.ただし,推進工法の適用に関


しては,現場条件,土質条件,発進・到達立坑の設置


位置,先行地下埋設物との干渉や離隔の確保等の


物理的要因を入念に整理した上で検討する必要が


ある. 


 今後の電線共同溝整備事業における道路条件と


して,歩道幅員が狭いあるいは歩道が無い道路で


の整備が必要とされる中,適用条件を十分に検討


した上で,多面的な評価を加え,事業を推進するた


めの適切な工法選定が必要となる. 


 


参 考 資 料 


※１：国土交通省ホームページ 


※２：無電柱化の推進に関する取り組み状況令和


２年６月 国土交通省資料 


※３：費用便益分析マニュアル平成３０年２月 
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１．はじめに（概要も含む） 


 平成 25 年度の道路法改正に伴い、平成 26 年度


から橋梁、トンネル及び大型構造物（横断歩道橋、


門型標識、シェッド等）を近接目視により、5 年


に 1 回の頻度で定期点検を行うことが義務付けら


れた。この定期点検は、現在 2 巡目のサイクルに


入っており、近接目視点検の 1 巡目で課題となっ


た「点検方法の効率化」について、平成 31 年度の


点検要領改訂で方向性が示されている。新要領で


は、留意事項として近接目視点検を充実・補完・


代替する技術が導入できると明記している。 


 国土交通省は、使用技術決定までの受発注者双


方の手順や留意点などをまとめたガイドライン、


技術毎の性能を記載したカタログを作成した。 


 ガイドラインによると、図-1 に示すように受注


者は性能カタログなどを基に、導入する点検支援


技術を選択し、選定理由と活用範囲、目的をまと


め、道路管理者に提案する流れとなっている。 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-１ 点検支援技術活用の流れ 


２．課題・問題点 


点検支援技術を用いた点検を実施するにあたり、


現状として新技術を使用した場合の費用や適用条


件が不明確であること、近接目視と同等以上の判


定が可能であるか定かで無いことが、新技術使用


の妥当性を判断するにあたって、課題となってい


る。 


 さらに、各自治体ではインフラ維持管理の財源


が十分ではなく、維持管理に携わる技術者も少な


い状況が続いており、建設業界への若者の入職者


の減少や、団塊世代のベテラン技術者の退職が大


きな問題になっている。 


国土交通省では、地方自治体における効率的か


つ効果的なインフラメンテナンスの実現に向け、


新技術の導入に関する課題の解決を目的に、「イン


フラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」


を令和 3 年 3 月に作成している。 


 


新技術導入にあたっての課題を以下に挙げる。 


 


・従来手法と比較して初期の導入コストが高くな


る可能性があり、初期の導入コストが足かせと


なって普及促進が進まない課題がある。 


・自治体によっては、受注者の提案を評価するこ


とが技術的に難しい場合がある。 
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３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


新技術の導入コスト、技術的評価を検証するた


めに、業務内で横断歩道橋の点検を対象に、対応


策・工夫・改善点の検討を行った。 


なお、点検支援技術は、「点検支援技術 性能カ


タログ（案）」で示される標準項目に基づき、その


性能値が当該技術の開発者等から明示された技術


を用いる。これまでに、国で NETIS（新技術活用シ


ステム）テーマ設定型等により技術公募、仕様確


認が行われ、性能カタログに掲載された技術を参


考にした。 


横断歩道橋は大半が鋼橋であり、主な損傷は腐


食が占めている。画像計測技術（橋梁）【24 技術】


のうち、ひび割れだけでなく腐食も検出可能な技


術を抽出した。また、横断歩道橋は跨道橋であり、


桁下を車両が往来するため、飛行型の新技術は安


全性の観点から見送ることとした。 


点検ロボット型のうち、安全性・作業性に優れ


る「橋梁等構造物の点検ロボットカメラ（ポール


ユニットタイプ）」を選出した。 


表-1 点検ロボット型 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-2 形式 


１）対象部位及び対象変状 


橋 梁 名：奥山歩道橋 


橋  長：15.9m 


構造形式：鋼 I 桁下路橋 


対象部材：主桁、横桁、添接板、床版、下横構  


     排水樋 


対象変状：腐食、土砂詰まり 


２）対象範囲 


梯子では近接目視できない桁下を対象とする。 


 


 


 


 


        図-3 対象範囲 


 


下記の 2 技術に対し、検証を実施した。 


・高所作業車による点検（従来技術） 


・点検ロボットカメラによる点検（新技術） 


 


表-2 従来技術と点検支援技術との比較検討結果 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


No. 技術名 計測機器設置箇所 選出 


2 
主桁フランジ把握式点検装置 


（Turrets タレット） 


主桁下フランジを自走式ロボ


ットカメラで挟み込んで撮


影。安全性を配慮し、道路規


制が必要。 


 


5 
橋梁点検支援ロボット＋橋梁点検調


書作成支援システム 


橋面上にマシンを設置する必


要があるが、横断歩道橋の階


段を移動できない。 


 


6 橋梁等構造物の点検ロボットカメラ 


懸垂型と高所型があるが、高


所型であれば、離れた位置の


路面から撮影可能。 


〇 


 


技術名


技術番号


開発者


点検状況


試行案件 点検箇所


必要な機器・装置等


現場制約


設置・測定・
撤去の人工


安全性


施工性


優れた点


留意点


点検期間の短縮日数


点検の質の向上


点検環境の改善 -
点検支援技術と高所作業車を併用すること
で、高所作業車の点検時間を短縮できる。


点検費トータルコスト \245,000（1.0） \152,300（0.6）


全部材（0.5日） 全部材想定（0.3日）


・全部材、近接目視可能のため適切な状態把
握が可能。


・2巡目以降の点検で損傷箇所が特定できる
場合は活用できるが、新規変状をカメラで検
出するのは困難。


労務費
作業員3人×\40,000/人＝\120,000
交通誘導員2人×\20,000/人＝\40,000


作業員2人×\40,000/人＝\80,000


機器費 高所作業車\35,000（1日レンタル） 橋梁点検ロボットカメラ￥72,300（3日レンタル）


・伸縮ポールを使用しての測定のため、比較
的近距離（10m）での測定が必要。
・損傷種類26項目全ての損傷の検出は不可。
（腐食、亀裂、ひび割れ、床版ひび割れ、変
形・欠損、漏水・滞水の6項目は確認可能）


材料費（安全費） 交通規制材等の安全費\50,000 交通規制なし


検証結果


630分・人（設置15分×3人、測定180分×3
人、撤去15分×3人）


140分・人（設置5分×2人、測定60分×2人、
撤去5分×2人）


交通規制を伴う高所での作業 問題無し


点検作業員、交通誘導員、高所作業車の運転
員からなり、人員は多い。


仮設が不要及び作業人員の減少になるなど施
工性の向上につながる


・近接目視のほか、打音検査、触診も対応可
能である。


・伸縮ポール、遠隔操作カメラを使用するこ
とにより、遠方から直接視準できない箇所の
点検も可能である。
・点検支援技術（画像計測技術）の中で、初
期投資が比較的少ない。


・車線を規制して作業を行うため、利用者に
負担がかかる。


全部材 桁下（徒歩で近接できない箇所）


技術の特徴
高所作業車 橋梁点検ロボットカメラ、タブレット型パソコン


道路規制 特になし


-
株式会社日立産業制御ソリューションズ
三井住友建設株式会社


高所作業車による点検 橋梁等構造物の点検ロボットカメラ


- BR010019-V0120


橋脚 橋脚


桁 下


対象範囲







 


           


高所作業車による点検写真と同じ損傷を新技術 


により撮影した写真とで対比を行った。 


表-3 写真比較一覧 


【点検ロボットカメラによるメリット】 


① 近接目視が困難な損傷を点検ロボットカメラ


で撮影した場合、ほぼ同等の近接目視及び撮


影が可能である。 


② 機器が軽量であるため、場所の移動が容易（移


動約 5 分）であり、点検時間を短縮できる。 


③ 光学 30 倍ズームで撮影可能であるため、遠隔


地でも撮影が可能である。 


④ 過年度調書により、損傷位置がある程度特定


できれば、高所作業車と同程度の確認、撮影が


可能である。 


⑤ 腐食、ひびわれ、剥離・鉄筋露出等、複数の損


傷の近接目視による判定が可能である。 


 


【点検ロボットカメラによるデメリット】 


① 孔食は判読できるが、板厚減少の有無を確認


するのは困難である。 


② 排水樋の土砂詰まりは、死角となり確認不可


である。 


③ 伸縮棒により高さを調節するため、風の影響


を受けやすい。 


④ バッテリーの消耗が激しいため、電源確保が


必要である。 


【まとめ】 


道路規制の必要がないため安全性に優れ、作業


人員の減少など効果的な面がある。 


 新技術の機器はレンタル対応のため、初期の導


入コストは不要である。点検日のトータルコスト


は、従来点検の 6 割程度である。さらに、レンタ


ルは最低 3 日間からであるため、複数橋梁を対象


とした場合には、コスト面で効率的である。 


 点検ロボットカメラの操作は容易であり、今後


技術者を増やし普及することができれば、自治体


の評価にも繋がっていくと思われる。 


 


【課題への対応策】 


センサー・モニタリング、ロボット、非破壊検


査などの新技術を点検作業に活用することが考え


られるが、道路構造物の点検現場で必要と考えら


れる技術としては、以下が挙げられる。 


① 近接目視あるいは打音など人の手による作業


を代替あるいは支援し、点検作業の効率化を


図る技術。点検に交通規制が伴う場合は、点


検結果の記録など作業の一部でも時間短縮を


図ることができれば、規制時間の短縮効果も


期待できる。 


 


② ロボット等により高所など近接目視確認が困


難な箇所における劣化・損傷の把握を効率的


に行う技術  


 


図-4 技術を活用した効率的な点検の方向性 
 


状態   高所作業車 点検ロボットカメラ 
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近接目視と同等の健全性の診断を行うことがで


きる方法として、近年、UAV やロボット等の新技


術を活用した状態把握が行われている。一般に、


UAVやロボット等の新技術を活用して定期点検を


行った場合、以下のようなメリットがあると考え


られる。 


① 点検の効率化 


点検期間の短縮、点検人員・労力の低減、足場


設置、橋梁点検車利用等による費用の縮減及び交


通制限期間の短縮等による点検の効率化を図るこ


とができる。 


② 点検の高度化 


近接目視による点検では、損傷と判断した部位


のスケッチ図や近接写真が判断の根拠として点検


調書に記録されるが、損傷と判断しなかった部位


は記録が残らず、点検後に客観的な比較ができな


かった。しかし、UAVやロボット等の新技術を活


用して施設全体又は部材全体の近接画像や動画を


一定の仕様で撮影し記録を残すことで、次回定期


点検時に記録していた画像や動画と比較すること


ができ、より精度の高い状態把握が可能となる。 


また、打音検査ロボット、レーダーロボット、


非破壊検査ロボット、センサーによるモニタリン


グ等を併せて活用することによって、損傷の評価


や原因推定を、計測データに基づいて行うことが


できるようになり、点検の高度化を図ることがで


きる。 


４．おわりに 


道路構造物の維持管理への活用が期待される開


発者ニーズは多く開発されているが、開発した技


術が現場で使えるものとなるためには、現場の具


体的なニーズが技術開発者に伝わることが重要で


ある。また、メンテナンスサイクルを着実に回し


て行くためには、技術開発だけではなく、維持管


理に携わる技術者の育成も重点的に取り組んでい


かなければならない。 


インフラの維持管理を更に効率化、高度化して


いくためには、点検支援技術を積極的に活用し、


検証に取り組んでいく必要がある。 
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１．はじめに（概要も含む） 


2020年夏，熱海市の海水浴場開設に係る新型コ


ロナウイルス感染症予防対策として，人流を自動


感知できる人工知能を搭載したネットワークカメ


ラ（以下，AI カメラ）での観測結果から海水浴場


の混雑度を分析し，来場者等に向けた情報発信を


行う実証実験を行った（図-1）。また，観測精度の


検証及び情報発信の有効性までを検証した。対象


地は，熱海サンビーチであり（図-2），海水浴場の


規模は汀線 400 m，浜幅 60 m である。 


図-１ 本研究の実施フロー 


 


 


図-２ 熱海サンビーチの位置 


 


２．課題・問題点 


当時，感染症拡大の影響から神奈川県と千葉県


のすべての海水浴場が開設を断念したことで，特


に関東近郊からの行楽客が熱海市内の海水浴場に


集中する懸念が高まっていた。熱海市では『熱海


市海水浴場等における新型コロナウイルス感染症


の感染症防止対策ガイドライン（令和 2 年 7 月 9


日）』等に基づき，2020 年の海開き期間である 7


月 23 日から 8 月 23 日において徹底した感染症対


策を行う必要があった。屋外における密集防止対


策の前例がないなか，本取組ではその一策として，


インターネット等を通じた混雑情報の発信から事


前に利用集中の注意喚起をすることで，密集を避


けることのできる仕組みを構築する必要があった。 


 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


（１）混雑情報の把握と発信 


混雑情報は，①AI カメラによる人流観測により


滞留人数を把握し，②混雑度を 5 段階のレベルで


判定し，③その判定結果を Web サイトで発信し


た。 


1-1）AI カメラによる人流観測 


海水浴場への来場者数の把握は，ネットワーク


AI カメラ「PNO-A9081R（ハンファ Q セルズジ


ャパン社）」の人流観測機能（People counting）


を用いて行った。AI カメラは，ビーチ出入口とし
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【 新幹線 】東京 - 熱海 約１時間 
【 自動車 】東京 – 熱海 約１時間 30 分 







てゲート設営された地点 A～C の計 3 箇所に 1 台


ずつ設置した（図-3）。ネットワーク通信環境は，


モバイル Wi-fi ルーター等を用いて構築した。 


1-2)混雑度レベルの判定 


各 AI カメラで把握した人流観測結果を合算・


補正し，その結果に基づき混雑度を「空き」，「普


通」，「やや混雑」，「混雑」，「特に混雑」の 5 段階


で判定するシステムをネットサーバー上に構築し


た。混雑度レベルの閾値は，場内砂浜の面積と 1


人あたりの使用占有面積から設定し，混雑度の判


定は滞留人数から行った。なお，感染症防止対策


としての運用においては，「やや混雑」で注意喚起，


「混雑」で利用制限，「特に混雑」で利用中止を求


めることとした。 


1-3）特設サイトでの情報発信 


海開き期間中，混雑情報を発信するサイト（以


下，特設サイト）を開設し，閲覧日の 1 時間毎の


混雑度レベル及び前日までの 1 時間毎の混雑度レ


ベルの平均値を発信した。特設サイトは，来場者


等がスマートフォンなどから気軽にアクセスでき


るよう「熱海市公式ウェブサイト」や「熱海観光


協会公式観光サイト」の海水浴紹介ページ内にリ


ンクを設け，情報発信を行った。 


 


（２）人流観測精度の検証 


観測精度の検証を行うため，AI カメラの観測値


と場内利用者の実数を比較した。 


実数は，場内全体を撮影した静止画から目視で


人数をカウントした値とした。静止画は，遠隔で


上下左右の首振り・拡大縮小ができる PTZ ネット


ワークカメラ（以下，全体確認用カメラ）を地点


A に設置し（図-3），自動巡回設定にて場内全体を


7 分割にしてキャプチャ記録したものを使用した


（図-4）。機器は「XNP-6120HN（ハンファ Q セ


ルズジャパン社）」を使用し，記録にあたっては画


像を低解像度に調整し，個人の特定ができないよ


出入口付近を計測


全体確認カメラ ＡＩカメラ０２


ＡＩカメラ 01
B


ＡＩカメラ０３


C
A


地点Ａ 地点B 地点C


PNO-A9081R AIカメラ観測画像（地点C）


全体確認用カメラ 


AI カメラ 


図-３ 機材の設置概要 







う配慮した。 


対象日時は，AI カメラの観測結果から来場者数


が多いとみられた，① 8 月 9 日（日）12 時台，


② 8 月 15 日（土）14 時台とした。 


 


図４ 全体確認用カメラの自動巡回設定 


 


（３）混雑情報発信の有効性検証 


3-1）来場者の意識調査 


混雑情報発信の有効性を明らかにするために，


熱海サンビーチの来場者を対象に意識調査を実施


した。調査概要は，表-1 のとおりである。調査対


象は，海開き期間の期首及び期末の週末，計 2 回


の実施とした。調査方法は，感染症拡大防止の観


点から，調査対象者との対面を避けるため，Web


上に作成したアンケートフォームにアクセスでき


る QR コードを提示し，協力者自身が所有するス


マートフォン等から入力を依頼した。 


3-2）混雑情報の発信に関する Web アンケート 


混雑情報の発信による入込行動への影響を分析


するために，Web 上でアンケート調査を実施した。


調査概要は，表-2 のとおりである。調査方法は，


特設サイト閲覧者が回答できるよう特設サイト内


にリンクバナーを掲載し，協力を依頼した。 


表-１ 来場者の意識調査の概要 


項目 内容 


調査方法 
※１） 


Web アンケート（Google フォームを用いて作成） 


専用 QR コードを作成して回答を依頼し，協力者


には，熱海市観光手ぬぐいを配布した。 


調査対象 熱海サンビーチの利用者 


調査期間 ① 2020 年 7 月 24 日(金)9 時から 16 時まで 


② 2020 年 8 月 22 日(土)9 時から 16 時まで 


調査項目 (ⅰ)熱海市の海水浴場の利用について 


利用頻度，今季の利用有無 


(ⅱ)「特設サイトでの混雑情報の発信」について 


来場者の認知，Web サイトへの流入経路，混雑


情報の有効性，利用を控える混雑度のレベル


設定 


(ⅲ)今後の対策について 


来年以降の情報発信の希望，混雑状況の発信


方法，入場規制に対する自身の行動 


(ⅳ)回答者の属性について 


性別，年齢，職業，居住地 


(ⅴ)自由意見 


回答数及び 


回答率※２） 


202 件 


内訳：①121 件（約 4.3％），②81 件（約 2.5％） 


※１）事前に実施計画を作成し，感染症対策を徹底して実施


した 


※２）回答率は，熱海市が熱海サンビーチの来場者に配布し


たリストバンドの数を用いて算出 


 


 


表-２ 混雑情報の発信に関する Web アンケート調査の 


概要 


項目 内容 


調査方法 Web アンケート（Google フォームを用いて作成） 


アクセスは混雑度情報を発信する特設サイト内


にアンケートの協力依頼文及び回答フォームへ


のリンクバナーを掲載 


調査対象 特設サイト閲覧者 


調査期間 2020 年 7 月 23 日(木)から 2020 年 8 月 31 日(月)


まで 


調査項目 (ⅰ)熱海市の海水浴場の利用について 


利用頻度，今季の利用有無 


(ⅱ)「特設サイトでの混雑情報の発信」について 


来場者の認知，Web サイトへの流入経路，混雑情


報の有効性，利用を控える混雑度のレベル設定 


(ⅲ)今後の対策について 


来年以降の情報発信の希望，混雑状況の発信方


法，入場規制に対する自身の行動 


(ⅳ)回答者の属性について 


性別，年齢，職業，居住地 


(ⅴ)自由意見 


回答数及び 


回答率※１） 


534 件（回答率 約 2.1％） 


※１）回答率は，特設サイトを訪問したユーザー数を用いて


算出 


 


Home 







（４）適用結果 


4-1）混雑情報の発信 


海開き期間中は，連続した日照りや悪天候等も


あったが，AI カメラは問題なく動作し，利用者等


に対して混雑情報を発信することができた。 


4-2）人流観測精度の検証 


人流観測精度の検証結果は，表-3 のとおりとな


った。このことから，機器設定やサーバー側での


人流観測の欠損値の補正により誤差 5%未満での


観測が可能であり，来場者数から混雑状況を把握


するのに有効な手段であることが確認できた。 


 


表-３ キャプチャ画像による人流観測精度の検証結果 


 


4-3）混雑情報発信の有効性検証 


アンケートの設問「混雑情報をもとに，実際に


利用をひかえようと思いますか」に対し，現地で


の意識調査では「混雑状況によってはひかえる」


が 7 月 23 日は 85.3％，8 月 22 日は 72.8％，Web


アンケートの調査では 90.6％を占めた。また，来


年以降の実施希望に関する設問に対し，現地での


意識調査では「希望する」が 7 月 23 日は 92.6％，


8 月 22 日は 93.8％，Web アンケートの調査では


96.4％を占めた。以上から，混雑情報発信の有効


性及び取組への肯定的な意見が確認できた。 


 


４．おわりに 


AI カメラを用いた人流観測は，機器設定やシス


テムサーバーによる欠損値の補正により誤差 5%


未満での実施が可能であることが明らかとなった。


また，Web 上での混雑情報の発信は，来場を検討


している者が事前に混雑状況を把握することで，


密集を避ける行動が可能となり，感染症拡大防止


の一対策として有効であることが明らかとなった。 


海開き期間中の熱海サンビーチの来場者数は計


約 8 万人となり，前年同期比約 33％減少した。熱


海市内の海水浴場での感染者数は 0 名であった。 


本取組は，混雑情報発信に関する事例や知見が


少ないなか，リアルタイムでの人流観測，混雑度


レベルの基準値の設定，情報発信のためのシステ


ム構築などを，検討から実施まで短期間で行った


ため，いくつかの課題が残った。そのうち運用面


において，ネットセキュリティの影響により熱海


市役所庁内の PC 及びタブレット端末から AI カ


メラ管理画面やシステムサーバーへ接続できない


不具合が生じたことから，使用性の高いシステム


を構築する必要が求められる。また，混雑情報の


発信においては，特設サイトの閲覧が一定数あっ


たものの，来場者の総数に対してアクセスユーザ


ー数が少ないことから，SNS の積極利用や宿泊施


設での案内配布など，多様な情報発信媒体の利活


用による特設サイトの利用促進が考えられる。 


今後，新しい生活様式に基づいた，より安心で


快適なまちをつくるには，直接的な感染症予防は


もとより，感染症の拡大を効果的に防ぐための新


しい社会インフラとして個々人が感染リスクを回


避できる仕組みの構築が必要となっている。そし


て，センサー技術等による人流データの取得及び


解析は，感染症対策のみにとどまらず，スマート・


プランニングへの応用やウォーカブルなまちづく


りとの連携，展開が期待されている。今後もこれ


ら展望をみすえながら，ニューノーマル時代に向


けたまちづくりの取組みを進めていく。 


謝辞: 本稿の発表にあたり，取得データ等の公表


に関してご理解を賜りました熱海市役所公園緑地


課の皆様に対し，深く謝意を表します。 


なお，この論文は，静岡県建設コンサルタンツ協


会主催，第 16 回技術研究発表会で発表しました。 


対象 


日時 
※１） 


AI カメ


ラのカ


ウント


値 


キャプチャ画像のカウント値 
誤差 


（％）※


３） 


利用者数（a+b×2+c×２） 
※２） 


 a b c 


① 1,909 1,934 972 345 136 1.29 


② 2,047 1,952 912 360 160 4.86 


※１）①8 月 9 日（日）12 時台，②8 月 15 日（土）14 時台 


※２）a =利用者の人数，b =テント数，c =パラソル数を示し，


テントやパラソルとの重なりにより利用人数がわからない場


合を 2 人分として扱った 


※３）誤差は，キャプチャ画像のカウント値を実数，AI カメ


ラカウント値を推定値とした場合の誤差 
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１．はじめに（概要も含む） 


概要 


 臨海部に位置する小塩橋は 1971 年に架設され


た橋長 L=52ｍの鋼単純 2 径間鈑桁橋であり、現行


基準を満足する耐荷性能を確保するため橋脚の補


強を計画する。本橋は固定支承と可動支承からな


る単純桁であり（図－1）、補強のみを目的とする


場合には支承交換による免震化やダンパー設置に


よる制震化も考えられるが、構造系を変更した場


合、当初設計で想定していない応力が発生する可


能性がある。そのため、今回設計においても巻立


て工法等による橋脚本体の補強を基本として、汎


用性が高い工法・新技術から 5 案の補強工法（中


間貫通材の使用含む）による比較検討で推奨案を


決定した。なお、補強工法には河積阻害の問題を


クリアしたため、経済性で優位となる RC 巻立て


工法を採用した。 


施工時制約条件として、架橋地点は非出水期に


おいても橋脚躯体高の半分程度（水深約 2.5ｍ）


と水位が高く、橋脚の耐震補強を計画する際に脚


柱をドライに保つ河川内仮締切が必要であった。


また、側道橋も整備されているため、鋼矢板打設


を計画する際には空頭制限を受ける範囲が多く、


打ち継ぎ施工が発生するため、橋脚本体の恒久的


な補強工事と比較しても仮設工が高価となる状況


であった。そこで、経済性・施工性に配慮した仮


設工として LPF 工法を採用した。 


 


 


 


 


 


 


 


図－1 小塩橋 橋梁一般図 


 


 


 


 


 


 


 


写－1 非出水期における小塩橋の水位状況 


２．課題・問題点 


 現在、静岡県が管理している橋梁は約 3,300 橋


と膨大であり、そのうち橋長 15ｍ以上の重要路線


に架かる 576 橋については、耐震化率を令和 4 年


度までに 100％とすることを目標に掲げている。 


 


表－1 耐震対策進捗状況（静岡県 HP より） 
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現在の進捗率は約 80％でありこの実現に向けて、


各橋梁における補強工事のコストを可能な限り縮


減し、より複数の橋梁工事に予算を配分すること


が重要である。そのため、本橋においても補強工


法ならびに仮設工法を現場環境に配慮しつつ比較


検討し、より最適な工法の抽出を行うことが課題


であった。 


対象橋が有する RC 壁式橋脚は竣工当時の資料


が不足するため現地調査及び試験により使用鉄筋


やコンクリート強度を把握した後、平成 24 年道


路橋示方書に基づく耐震性能照査の結果、レベル


2 地震動に対して所定の耐震性を有していないこ


とが判明した。そこで、橋脚の耐震性能を確保す


るため、以下 5 案の補強工法を比較し、RC 巻立て


工法を採用することとした。 


 


表－2 検討補強工法一覧 


この検討で問題となったのが、架橋地点の制約


条件である。本橋は臨海部に位置することから非


出水期においても干満の影響を受けており、施工


時水位が常に高い（写－1）ことに加え、塩害の影


響を踏まえた施工計画を立案する必要があった。 


 まず初めに、河川内工事において汎用性が高い


大型土のうによる瀬替え工を検討してみたが、十


分な通水断面が確保できず、施工期間中に瀬替え


工内のヤードへ流水が進入する結果となった。次


に、瀬替えと矢板打設の併用について検討した。


矢板打設後に大型土のうは速やかに移動し、通水


断面を確保する計画としたが、この場合、施工完


了まで 170 日と長期に渡るため、前年度水位デー


タにおける非出水期で特に水位が高かった 5 月を


またいでしまった。この条件下では、矢板締切内


へ 2 回程度流水の浸入が予想された。前述の通り、


干満の影響を受ける臨海部であることから、鉄筋


組立完了時点で矢板内へ水が進入した場合には、


排水後に鉄筋に付着している塩分を高圧洗浄等に


より除去する必要があり、期間内での工事完了が


困難となる恐れがあった。なお、矢板天端につい


ては、対象橋及び隣接側道橋の上部工が障害とな


り空頭制限を受けるため、CHV 工法や上部障害ク


リア工法を駆使しても通水の進入は防ぐことがで


きなかった（写－2、図－2）。 


以上のことから、本計画において解決すべき課


題は、『①ドライな施工ヤードの確保』・『②施工期


間の短縮』・『③鋼矢板工法よりも経済性が優位な


工法』の 3 点であった。 


 


写－2 上部障害クリア工法（ｸﾘｱﾊﾟｲﾗｰ） 


（上部障害クリア工法 カタログより） 


 


 


 


 


 


図－2 矢板締切断面（ｸﾘｱﾊﾟｲﾗｰの場合） 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


 現地制約条件による課題への対応策として、橋


脚壁面にプラットフォームを設けてライナープレ


ート組み立てを行い、上部から締切り材を落とし


込む LPF 工法を採用した（写－3、図－3）。 


 


 


 


 


 


 


写－3 LPF 工法 適用例 


巻立て厚 経済性


① RC巻立て工法 250mm 1.00


② RC巻立て工法　中間貫通材使用 250mm 1.02


③ PCM工法 6mm 1.19


④ 鋼板巻立て工法 250mm 1.08


⑤ PCコンファインド 300mm 1.01


※経済性には仮設工を含んだ予算を反映している。


橋脚補強工法


4800 4800


9600


DL=0.00


1
0
0
0
0


1
6
0
0


3.722（非出水期最大流量）


矢板締切天端高 ▽3.669







 


           


 


 
図－3 LPF 工法 概要 


（写 3、図 3－仮締切 LPF 工法 カタログより） 


課題①『ドライな施工ヤードの確保』に対して


は、矢板打設のように圧入を行う必要が無く、プ


ラットフォーム上で組み立てられた小判型のライ


ナープレートを上部からフーチング天端へ落とし


込む作業のみとなるため、締切範囲を最小化し、


施工時通水断面の拡張を図ることができる（図－


4）。これにより、鋼矢板使用時と同様な締切高さ


▽3.669 であっても流水の浸入が無いドライな環


境を作ることができる。 


 


図－4 LPF 工法、鋼矢板工法 比較 


課題②『施工期間の短縮』に対しては、台船等


を用いる水上作業と道路上からの資材運搬を併用


することで、大型土のうによる瀬替えを必要とし


ないため、施工完了まで 120 日と約 50 日の短縮


を図ることができる。 


最後に、課題③『鋼矢板工法よりも経済性が優


位な工法』に対しては、上部障害クリア工法を用


いたケースと比べ 500 万円程度工事金額が下がる。 


ライナープレートはフーチング上面に据え付け


る形となるため、事前の処理として「水中掘削」、


「水中コンクリートによる接地面拡幅作業」を行


う（図－5）。「水中掘削」では撹拌式ポンプ掘削を


使用するため河川内の水が濁りやすいことから、


橋梁の下流側に汚濁防止膜を設置する方針とした。


また、「水中コンクリートによる接地面拡幅作業」


では、水の浮力を考慮した浮き上がり防止のアン


カーを埋め込み対処する方針とした。ライナープ


レート下端は止水コンクリートで一体化すること


で水の流入を防止した。 


 


図－5 調整コンクリート打設（設置面拡幅） 


 本工法により既設橋脚の補強計画を非出水期内


で収めることができた。なお、橋脚補強工法のう


ち、仮締切を必要としない「PC コンファインド工


法」については、河川への影響が小さいため、水


位が高い本現場のような環境では有効であるが、


潜水士による水中作業が主となることから水の透


明度に作業効率が左右される点と経済性の点から


不採用とした。今後の改善点としては、本現場の


ように新技術を仮締切工に適用することで制約条


件を満足できるケースだけでなく、川幅等の問題


からそもそも仮締切が行えないケースに対しても


対応策を講じることが求められる。一例を挙げる


と、現在利活用が進められている新工法の「アラ


ミド FRP ロッドを用いた橋脚鉛直締めによる補強


工法」など（図-6）を検討に追加し、巻き立て工


法にとらわれない橋脚補強を提案し、現場制約条


件へのアプローチの方法を増やすことで最適案を


抽出していきたいと考える。 


プラットフォームの設置 ライナープレートの組立・吊降し
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図-6 アラミド FRP ロッドを用いた橋脚補強 


（アラミド FRP ロッド 三井住友建設 HP より） 


４．おわりに 


 今回の設計では、現場環境に適応した施工計画


として経済性に優位かつ施工性が高いものを検討


することができた。橋脚を有する多径間の橋梁で


は、本現場のように河川内工事として仮締切工が


必要となるケースが多く、恒久的に利用される既


設橋脚の補強に対し、工事完了後に撤去されてし


まう仮設工の工事費用がその工事全体に占める割


合が非常に高い。今回の工事についても、RC 巻立


て工法にかかる費用は締切工の費用に対して


/1/20 程度となっている。施工条件に制約がある


現場ではこういったケースが往々に発生する。そ


のため、本設に対する検討は勿論のこと、仮設費


用の縮減に対しても比較検討や新技術を取り込む


ことを積極的に行い、今後の事業の経済性向上に


努めたいと考える。 


 


－以上－ 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







 


           


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-１ タイトル 


 


 


 


 


 


 


 


表-１ タイトル 


   


   


   


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


※図や写真、データなどを他から引用した場合


は、その出典を明記してください。 


 


※図表については、以下のように表示すること 


 


図と写真は図番号とキャプションをつけ図


の下に表示（写真も図とみなします） 


 


表は、表の上に、番号を表示する 
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１．はじめに 


概要 


昨今、総務省がデジタル・トランスフォーメー


ション（意味は ICT の浸透が人々の生活をあらゆ


る面でより良い方向に変化させること）、つまり通


信技術を利用して業務の効率化を図ることを推進


している。そのため、各自治体が利用していたシ


ステムの見直しを行っている。当社も様々な自治


体に多くのシステムを提供しているため、必然的


に提供しているシステムの見直しを行うこととな


った。その際に活用しているのが LGWAN である。 


LGWAN、LGWAN-ASP について 


LGWAN とは総合行政ネットワーク（ Local 


Government Wide Area Network）の略称であり、


地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続


し、地方公共団体間のコミュニケーションの円滑


化、情報の共有による情報の高度利用を図ること


を目的とする、高度なセキュリティを維持した行


政専用のネットワークである。LGWAN を利用する


ことにより、セキュリティの安全性を確保したう


えで多くの行政に一度にサービス提供を行うこと


ができる。LGWAN-ASP（アプリケーションサービス


プロダイバー）は、LGWAN ネットワークを利用し、


自治体が利用できる各種サービスを提供できる事


業者のことを言う。※1 


 


２．業務における課題・問題点 


LGWAN-ASP に参入するまで当社が提供するシス


テムのほぼすべてがオンプレミス型（自治体内で


サーバーを立て、自治体内のネットワークの中で


システムを運用していく形式）である。オンプレ


ミス型システムは自治体内の閉じたネットワーク


の中で動かすためセキュリティ性が高いというメ


リットがあるが、デメリットも発生する。 


まず、自治体への移動の負担が大きいことであ


る。自治体内のネットワークしか接続ができない


ため、インターネット等で遠隔作業ができず現地


に赴き作業しなければいけない。特に遠方の場合


は自治体への移動のみで半日以上かかることもあ


る。また、利用者と保守担当者で日程調整が必要


なため、結果サービスの遅延につながっている。 


加えて、個人情報を含む情報資産（以下データ）


の取り扱いはインターネットを利用したやり取り


が原則禁止となっている。また、持ち運ぶ際も記


憶媒体の紛失等のリスクがあり、複雑な手続きを


行わないと外部に持ち出せないことも多い。その


ため、データの受け渡しを行うためだけに自治体


に赴かなければならないが、コロナ禍の情勢によ


り赴くこと自体不可能になる可能性もある。 


これらの問題により、保守作業者の負担や時間


の消費は大きく、簡単にサービスを増やしたり営


業範囲を広げたりすることが困難だった。 
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３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


当社は、平成２７度に LGWAN-ASP に参入した。


LGWAN は通常行政のみ利用できるが、管理団体で


ある J－LIS（地方公共団体情報システム機構）へ


手続きを行えば民間企業も LGWAN ネットワークを


利用し様々なサービスを配信する事業者として参


入が可能である。当社では LGWAN を利用し、デー


タをやり取り行うファイル交換サービスと２つの


形式のシステムを各自治体に提供している。 


① ファイル交換サービスの提供 


当社ではデータのやり取りを円滑に行える環境


づくりの一環として、「ファイル交換サービス」（図


-１）を LGWAN-ASP サービスの第一弾として平成２


７年度より提供を開始した。LGWAN 上ならばデー


タ受け渡しを許可している自治体は多いため、当


社と自治体の担当者が LGWAN を通して直接データ


の受け渡しができるようにしたサービスシステム


である。当社のシステムを利用または各種業務委


託を契約している自治体の部署は利用可能として


おり、一度にやり取りできる容量も 2 ギガまでと


日常の業務データを取り扱う上では問題ないよう


にしている。 


システムを利用することで自治体に赴かなくて


も素早いデータのやり取りが可能になり、複雑な


手続きの必要もなくなった。また、記憶媒体を持


ち運びする必要がなくなったため物理的な外部流


出のリスクは格段に少なくなった。 


 


図-1 ファイル交換サービスイメージ 


➁Windows アプリケーションの配布 


従来ではスタンドアローン又は C/S（クライア


ントサーバ型）と言われていた業務担当者の PC


上で稼働するアプリケーションの形式であり、指


定された URL（LGWAN-ASP 上にのみ存在）から業務


担当者の PC にシステムをインストールする。現在


提供しているサービスは、農林水産省が進める農


地 DX 構想の一つ「農地情報公開システム」※2 の


データを利用し、データの集計や抽出、帳票の作


成を行う「帳票支援サービス」（図-２）に利用し


ている。システムの基本仕様は全自治体共通だが、


各自治体固有のデータや帳票の形式も対応できる


ように提供している。 


従来は、各自治体でシステム導入パソコンごと


に更新作業を行うため長時間システムを止める必


要があり利用者も保守担当者も負担が大きかった


が、LGWAN-ASP 導入後はシステムを予め提供して


おくことで利用者が任意のタイミングでアップデ


ートできるようになり、更新作業による時間的な


負担が共に少なくなった。また、帳票の微調整も


簡単におこなうことができるようになったため提


供サービスの質も高めることができた。 


 


図-２ 帳票作成支援システムの帳票選択画面 


③Web アプリケーションの配信 


当社が提供しているシステムのもう一つの形式


は Web アプリケーションの形式で、データベース


とシステム本体がサーバー上にあり、Web ブラウ


ザ（当社では Microsoft Edge（又は Internet 


Explorer））上で操作するシステムである。この形


式は各々の PC にシステムをインストールしなく







ても利用できるため、複数人でデータ管理や作業


を行う場合はこの形式としている。現在は、


Windows アプリケーション同様「農地情報公開シ


ステム」のデータを利用した「水田台帳サービス」


（図-３）の提供を行っている。 


従来は自治体内にサーバーがあるためシステム


保守作業で必ず赴かなければならず、要望機能の


実装が遅くなることもあった。LGWAN-ASP 導入後


は LGWAN 上にサーバーがあるため、社内から保守


作業が可能なため移動時間がなくなり、効率よく


要望機能の実装を行うことができるようになった。 


 


図-３ 水田台帳システムの個票画面 


 


４．おわりに 


システムを LGWAN-ASP 上で展開してくことによ


り、社内で多くのシステム管理を行うことができ


るようになった。その結果、移動等の時間をサー


ビスの向上に充てることができるようになり、よ


り精度の高いデータを作成や顧客の細かな要望へ


の対応もできるようになり、サービスの向上を図


ることができた。また、ファイル交換サービスの


提供を開始した事で、コロナ禍の状況下において


も Web 会議などと組み合わせスムーズな対応を進


める事が可能となった。 


従来のシステム運用保守と比較した場合、移動


時間やセットアップ自動化による現地作業の削減


効果など、2 割程度のコスト削減が実現できた。 


業務完了後ヒアリングを実施した結果、①業務


で問題があった際の迅速な対応、②LGWAN に接続


した職員 PC やプリンターを有効活用でき新たな


機器の購入は不要、③必要データのやりとりがと


てもスムーズといった回答が顧客から寄せられ


LGWAN-ASP に加入、サービス提供を開始したこと


で、当社システム運用のサービス水準及び顧客満


足度の向上に寄与することができたと感じている。 


今後はデジタル庁の創設やガバメントクラウド


※3等の DX 戦略から LGWAN やその他クラウド基盤


の利用環境の構築が急速に進んでおり、県内自治


体でも「デジタルファースト、クラウドファース


ト」等が発表され今後の方向性は固まりつつある。 


そのため、これからを見越して様々な面でシス


テムの LGWAN 対応の改修を行い、保守作業の効率


化や災害時の安全性の確保を図り、自治体の負担


が少なく効率よく作業ができるように働きかけて


いきたいと思う。 


 


※1参考：地方公共団体情報機構「総合行政ネット


ワーク」


（https://www.j-lis.go.jp/lgwan/cms_15.html） 


 


※2農地情報公開システム 


全国農業会議所が開発運用を行っている、


LGWAN-ASP で稼働する農地台帳システム（農業


委員会等利用システム）。全国約 1700 の農業委員


会で利用でき、自治体クラウドの先駆けとして平


成２８年より利用が開始されている。また利用デ


ータの一部は、インターネット上の「全国農地ナ


ビ」（https://www.alis-ac.jp/）で一般公開され


ており、今後の展開が期待されている。 


 


※3ガバメントクラウド 


政府共通のクラウドサービスの利用環境であり、


迅速、柔軟、かつセキュアでコスト効率の高いシ


ステムを構築可能としており、利便性の高いサー


ビスを地方公共団体でも享受できるように進めら


れている。 


（参考：デジタル庁「ガバメントクラウド」


（https://www.digital.go.jp/policies/posts/g


ov_cloud）） 






image9.emf
10　業務報告　佐鳴 湖における市民参加による水かんきゅ向上行動計画の策定　.pdf


10　業務報告　佐鳴湖における市民参加による水かんきゅ向上行動計画の策定　.pdf


 


１．はじめに 


【業務の概要】 


(1) 業務名：「令和 2 年度佐鳴湖地域協議会プラ


ットフォーム作成業務委託」 


（当社にて、平成 27 年度から継続的に水環境向


上の支援業務を実施） 


(2) 発注者：佐鳴湖地域協議会（事務局は浜松土


木事務所企画検査課、浜松市環境保全課） 


(3) 場  所：浜松市西区入野地内 


(4) 履行期間：令和 2 年 8 月 7 日～令和 3 年 3 月


19 日 


 


【業務の背景】 


佐鳴湖は、浜松市市街


地西側に位置する汽水


湖である。周辺は自然豊


かな都市計画公園とし


て整備され、森林や里山


環境が残り生き物も豊富で、湖岸を一周する散策


ルートも整備されていることから、「市街地のオ


アシス、市民の憩いの場」として年間 40 万人以上


に利用されている。 


そのような佐鳴湖も、かつては水質の悪化が大


きく問題視された。昭和 30 年頃から周囲の市街


化の進行により流域人口が急増し、生活排水や工


業排水が大量に流れ込み、水質が悪化した。全国


湖沼水質ランキングで平成 13 年～平成 18 年まで


ワースト１となったことが大々的に報道され、多


くの市民に負のイメージが定着した。近年では、


市民や行政の取組により水質は継続的に改善し、


2019 年度の COD の年平均値は 7.1 mg/L（ワース


ト 11 位）となり、2020 年度は 6.4mg/L と 1974 年


以降の観測で最も低い値となっている。 


 


２．課題 


佐鳴湖の水環境改善の取組は、平成 2 年度に始


まり、平成 7 年度の水環境改善緊急行動計画「清


流ルネッサンス 21」、平成 13 年度の同計画「清流


ルネッサンスⅡ」により、行政のリーダーシップ


のもと、下水道整備、浄化施設の設置、事業所排


水対策等が進められ、その効果が現れてきていた。 


しかし、行政主体の事業が完了しつつある中、


水質改善の取組を継続的に実施するためには、市


民参加による新たな計画を策定し、水質改善だけ


でなく、佐鳴湖をより身近なものとするための利


用率の向上やイメージ回復等の新たな価値の創


出を目指す必要があった。特に、工場排水や生活


排水等の汚染源が特定できる「点源負荷」対策の


効果は明確であるが、市街地や農地等の流域全体


から流れ込む「面源負荷」対策は、農地の施肥の


適正化、道路の清掃、ゴミ削減など市民の主体的、


長期的協力が不可欠である。市民参加を促すため


には市民の求める計画が必要であり、平成 27 年
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図-１ 全景 







度の新行動計画の策定は、市民参加により行なわ


れた。そして意見をまとめるため、行政と市民と


をつなぐ第三者的な立場のコンサルタントとして、


会議の運営支援を行った。本稿では当社が行った


平成 27 年度の「佐鳴湖水環境向上行動計画」策定


業務を中心に論じ、また基本理念・基本方針等を


引き継ぎ令和元年度に改訂した第二期計画とその


取組、そして令和 2 年度の新たな市民参加の場（プ


ラットフォーム）について提示する。 


まず、計画策定段階では、会議の進め方や合意


形成の手法を含めた進行方法の提案を発注者から


求められた。本検討の組織体制は、図２のように


構成される。基本的には、多様な主体で組織され


た市民参加型の検討組織「佐鳴湖のみらいを育む


会（以下、「育む会」）」が素案を作成し、行政を中


心に地元自治会長や専門家等で組織される「佐鳴


湖地域協議会」の承認を得て策定となる。当社は、


会議の運営補助、全体のスケジュール設定等を行


った。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-２ 組織体制 


また、「育む会」は多様な主体が参加することか


ら、それぞれの立場で意見が一致せず、対立が発


生し、合意形成が円滑に進まないことが予想され、


検討を進める上で以下の事項が課題となった。 


➤「効率的・効果的な会議の進行」：計画策定ま


での工程、組織体制、意見の抽出への調整 


➤「円滑な合意形成」：意見のとりまとめ、参加


者同士の衝突回避のための会議運営 


 


これらの課題に対し、会議を開催する上で留意


した点は以下の通りである。 


➤「効率的・効果的な会議の進行」における留意点 


①「目的・位置付けの理解が不十分」：基本的な情


報が少なく、参加者自身が、育む会での自分た


ちの役割は何か、何を検討しているのか、議論


がどう反映されるのかが理解しにくい。 


②「意見が抽出されない」：独自の考えを持つ人は


声が大きく、頻繁に発言する。大多数の中では、


発言が少ない参加者の意見抽出が困難である。 


③「組織体制への不理解」：地域協議会の下部組織


であり、「提案しても上位組織に伝わらない」の


ではという意見が挙げられた。また、行政の縦


割り組織への懸念として情報共有不足や対応の


遅さが指摘されていた。 


➤「円滑な合意形成」における留意点 


④「意見が分散する」：参加市民の関心事が個々に


異なるため、すべてを網羅すると計画の範囲が


多岐にわたる。またそれぞれの求める理想像が


違い、意見が分散する。時には参加者同士が対


立することもあった。 


⑤「提案を否定できない」：参加市民から、実現が


難しい取組等が提案された際は、様々な要因に


より、最終的には除外する場合もある。しかし、


その場で事務局が意見を否定すると対立が生じ、


参加者が発言しにくい環境となってしまう。 


 


３．対応策（工夫・改善点と適用結果） 


➤「効率的・効果的な会議の進行」のための対応 


①検討資料の工夫、計画の骨子案の作成 


・効率よく意見を収集するため、参加者が現状や


課題、将来像をイメージできるよう現地の写真


やマップ等を検討の場に用意するとともに、あ


らかじめ想定される課題等はリストアップし、


会議の資料として利用した。 


・「育む会」だけでなく、事務局の取組や専門家の


確認時期まで含めた計画策定の全体スケジュー







ルを提示し、検討の位置付けと役割の明確化を


伝え続けた。 


・現在の検討がどのように反映されるのか理解す


るため、あらかじめ骨子案を提示し、完成イメ


ージを共有した。 


②発言しやすい環境づくり 


・「発言は１つずつ」「１つの意見を全員で考える」


「他の人の意見は否定しない」等の検討ルール


を設けた。 


③行政の関係各課からのワークショップ参加 


・協議会規約を変更し、市民参加の「育む会」の


検討結果が行政計


画に尊重されるこ


とを示し、参加者の


参加意識を高めた


（自分事化）を得


た。 


➤「円滑な合意形成」のための対応 


④ワークショップ形式で課題や目標を共有 


・水質・水量、自然・生


物、周辺環境の３つ


の検討項目に分け、


それぞれの課題をワ


ークショップ形式で


効率的に検討した。 


・各分野を得意とする


社員がファシリテーターとなり、意見の分散や


対立の発生を防止した。 


・当初の段階で計画の「基本理念」を定め、将来


像を共有しながら検討を進めた。 


⑤参加者の話し合いによる課題の検討 


・参加者から実現性が難しい取組が提案された際


は、他の参加者にも発言を促し、主催者が結論


を誘導することなく、発言者同士の話し合いに


よる解決を目指した。具体的には、まず参加者


の意見の良点を整理し、その後問題点を整理す


ることで、明確化し、議論を行いやすい場を整


えた。それでも採用にむけ意見が残る場合は、


学識経験者による「専門委員会」に諮り、専門


的・客観的な見地から丁寧な説明を行った。 


 


 以上のような対応方法の採用により、市民と行


政が一同に会し検討でき、さらに、市民の意見に


行政が即時的に対応することも可能となり、行政


への意見だしの不満も解消された。このことによ


り、参加者の満足度も高まり、それまで行政に批


判的であった参加者の協力的な意見抽出が得ら


れた。また、「佐鳴湖の総合的な環境の向上」とい


う漠然としたテーマに対し様々な意見が提案され


る中で、具体的な取組提案ができた。市民参加で


の検討は、４年間（平成 23～26 年度）という長期


の検討であったが、相互を尊重する姿勢を醸成す


ることで、最後まで市民と行政の役割に沿った計


画策定することができた。佐鳴湖でのこれまでの


水質改善に特化した計画から、佐鳴湖とその周辺


を市民主体で、環境を総合的に捉えた計画を策定


することができ、計画に基づき、行政と市民の協


働により環境の改善を進める方針が共有できた。 


 


４．おわりに 


 市民参加による行動


計画の策定は、市民主体


の水環境の継続的改善


に貢献し、市民利用が促


進され、新たな佐鳴湖の


イメージ形成へと繋が


っている。 


継続的改善として、令和元年度の計画改訂では、


長期的な市民主体の取組を確立するため、「人材


育成」という方針を新たに加えた。さらに、令和


2 年度には、市民参加の寄り合いの場の形成のた


め、市民相互が情報交換やコラボレーションする


ことが可能なプラットフォームの構築という目


標に向けた検討を開始した。コロナ禍で交流によ


る人材育成が難しいなか、佐鳴湖に関わる市民の


持つ課題を丁寧に傾聴し、平成 27 年度から継続


し蓄積してきた経験や合意形成の手法を活用し今


後も佐鳴湖の水環境向上に寄与したい。 


図-４ 会議の様子 


図-５ 佐鳴湖を構成
する要素の概念 


図-３ 組織体制 
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１．はじめに（概要も含む） 


従来の道路防災事業における落石・崩壊対策で


は、地形図や航空写真等の基礎資料を用いて斜面


調査を実施してきた。近年では、航空レーザ計測


により浮石・転石や露岩等の「落石発生源」や、


落石・土砂移動現象の原因となる微地形を可視化


する技術も開発されている。これからの落石対策


や土砂災害対策の分野では、これらの技術を調査、


対策工の設計へと活用していくことが期待される。 


本事例は、浜松市が管理する国道 152 号の安全


を確保するために必要な対策工の設計を目的とし


た業務において、UAV を用いたレーザ計測による


可視化技術を活用したものである。 


 (1)業務名：令和元年度（債務）道路防災国交付


金事業（防災・安全交）(国)152 号測量設計業務


委託(大井 A294・A312) 


(2)発注者：浜松市土木部 天竜土木整備事務所 


(3)場 所：浜松市天竜区佐久間町大井地内 


(4)履行期間：〔着手日〕令和 2 年 4 月 1 日 


      〔完了日〕令和 3 年 2 月 3 日 


 


図-1 業務位置図 


(5)業務の目的 


業務対象斜面（以下、『対象斜面』）は延長約


150mの区間である。斜面下部は斜面高 15〜30m、


斜面勾配約 60 度の急崖に法枠工が既設されてお


り、その上方には高さ約 200m の自然斜面が続い


ている（図-2）。対象斜面の大半は落石防護柵工及


びポケット式落石防護網工が二重で整備されてい


るが、一部のポケット式落石防護網工の未施工区


間（約 25m）では、落石防護柵工背面に落石が堆


積している（図-3）。道路直近は急峻な斜面である


ことから、落石の跳躍が落石防護柵工を超える可


能性が高いものと考えられ、落石防護網工未施工


区間（以下、『検討区間』）への新たな落石対策工


の設計が本業務の目的となった。 


(6)業務内容 


① 現地調査 


業務対象箇所の自然斜面の落石予備物質や地形


状況を確認することにより、落石予備物質の規模・


分布状況や安定度を把握し、被災想定範囲や落石


エネルギー等の設計条件を決定する。 


② 対策工の設計 


 設計条件に基づき、本現場に適合する落石対策


工法を抽出し、経済性や施工性、維持管理の観点


から比較選定する。選定した対策工法について配


置計画や設計計算を行い設計図書を作成する。 


２．技術的課題 


２-１ 従来技術に対する限界 


対象斜面は植生が繁茂していることから、地表


面の詳細な状況が把握しにくい。さらに、斜面が 
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富士営業所     大塚 啓一 
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図-2 対象斜面 


 


図-3 落石・土砂の堆積状況 


 


急峻かつ長大であることから、1/25000 地形図や


航空写真等を用いた従来技術による判読では、落


石予備物質や微地形の特定は困難であった。その


ため、対象斜面（約 30,000 ㎡）のうち、検討区間


への落石が想定される範囲を机上で絞り込むこと


が困難であった。そこで、事前に斜面状況を把握


して、効率的な調査計画の策定が課題となった。 


２-２ 設計条件の設定に関する課題 


２-１で示したとおり、従来技術では斜面状況の


把握が困難であるため、検討区間へ到達する落石


予備物質の範囲の設定や設計条件となる落石エネ


ルギーの設定が困難であった。また、設計条件の


設定に際して、詳細な情報を得るための地形図が


必要となる。対象斜面は急峻で落石予備物質も広


範囲に分布していることから、安全を確保した上


で精度の高い地形情報を取得することも課題とな


った。 


３．対応策と適用結果 


 前述した技術的課題の対応策として、落石予備


物質や微地形を可視化するために、UAV を用いた


レーザ計測により地形情報の取得を行うこととし


た。使用した UAV レーザ（Riegle VUX1-mini）


は、点密度 100～200 点/m2 のデータ取得が可能


である。取得したデータをもとに、斜面勾配の緩


急に対して陰影を持たせる（急な斜面ほど濃くな


る）ことで、地形状況の把握が容易になる地形起


伏図を作成した。 


３−１ 机上調査 


 作成した地形起伏図を基に、机上で斜面状況を


確認した（図-4）。2 つの明瞭な滑落崖（図-橙色線）


を頭部とする崩壊地形（図-白色点線）が、防護網


未対策区間直上部に確認できた。また、微地形に


着目すると、滑落崖の直下や崖上に凸地形が多数


確認することが可能であり（図-青丸）、集水地形


の流線周辺では凹凸が少ない。これらから、落石


予備物質は急崖またはその直下に多く分布してお


り、一度落下運動が始まると途中で停止せず道路


まで到達してしまうことを机上調査で確認した。 


３−２ 現地調査 


机上で確認した情報をもとに現地調査を実施す


ると、地形起伏図で可視化された滑落崖が現地で


明確に確認でき、凸地形は落石予備物質であるこ


とが確認できた。さらに地形起伏図と現地調査結


果を詳細に比較すると、地形起伏図の濃淡が比較


的少ない凸地形①は、φ0.3ｍ程度の転石の群集で


あり、過去の崩壊により形成された緩斜面上に滑


落崖からの落石が堆積したものであった。対して


地形起伏図の濃淡が大きい凸地形②、③は、φ2.0


ｍを超える浮石であることを現地で確認した。さ


らに、急勾配の斜面上には転石等は少なく、落石


が発生しやすい地形であることも確認できた。 


以上のとおり、UAV レーザ計測の可視化技術を


用いることで、机上調査で詳細な地形を把握した


上で現地調査が可能となった。これにより、落石


予備物質の分布範囲や落下方向が予測でき、調査


効率が向上した。また、あらかじめ地形を把握出


来るため、滑落などの危険予知が容易となった。 


設計


対象


範囲 
至 


水窪


町 


J1


52


A2


94 


防護網未施工区間 


業務対象区間 







３−３ 対策工の設計 


前述した滑落崖を頭部とする集水地形のほか、


その両側部にも同様に過去の崩壊地形が形成され


ている（図 4-黄色線）。それらは検討区間への斜面


方向ではないことが机上調査からも確認された。


現地でもその地形が確認できたため、設計対象外


斜面であると評価し、対策が必要な斜面範囲を絞


り込むことができた。これによって、落石予備物


質の検討区間への影響範囲が明確になった。 


設計条件の設定においても、落石予備物質の位


置や規模の特定が可能になることで落石エネルギ


ーをより高精度に設定することができ、必要な対


策工の構造や規模を選定する上で有効であった。 


また仮設計画においても、地形を考慮した計画


が可能となった（図-5）。 


以上のように、従来であれば確認が困難である


広域な斜面内の微地形等の可視化により、設計条


件を絞り込むことができ、視覚的にわかりやすい


設計が可能となった。また、設計の根拠が明確に


なることで、発注者や地権者等、関係者への説明


資料としても効果的である。 


４．おわりに 


UAV レーザ計測データの可視化技術により、従


来の地形図や空中写真による机上調査では確認で


きなかった微地形や落石予備物質などを確認する


ことで、技術的な課題を解決した。落石発生の詳


細な規模や安定状態を確認するために現地調査は


必要不可欠であるが、この技術の活用により正確


性・効率性・安全性は飛躍的に向上することが本


事例で実証された。 


急峻な山地を多く抱えるような地域では、斜面


防災の分野においてこのような『高密度 UAV レ


ーザ計測の可視化技術』が多大な効果を発揮する


ものと考えられる。 


今後は、可視化技術が斜面防災だけではなく、


砂防・河川などの調査、計画、設計のすべての領


域で活用できるようになっていくものと考える。 


図-4 地形起伏図および現地写真 


対象区間 


検討区間 


滑落崖① 
滑落崖② 


集水地形 


集水地形 


滑落崖② 凸地形② 


凸地形③ 


滑落崖① 凸地形① 


凸地形① 
凸地形② 


凸地形③ 


予防工施工箇所 モノレール採用ルート 


地形の起伏が小さく、 


単勾配で設置可能 


不採用ルート 


微地形の起伏が大きく、


崩壊地形の横断が必要 


図-5 仮設計画における地形起伏図の活用 


 






image11.emf
12　業務報告　トン ネルの変状原因を探る～修善寺トンネル補修設計～.pdf


12　業務報告　トンネルの変状原因を探る～修善寺トンネル補修設計～.pdf


  


 


１．はじめに 


 修善寺トンネルは、国道 136 号バイパス修善寺


道路（有料道路）に設置されている伊豆市修善寺


と同市熊坂を結ぶトンネルである。 


本業務は、平成 30 年に実施されたトンネル定


期点検（以降過年度点検と略す）で外力による変


状の懸念があり、健全性Ⅲと判定された局部的な


覆工横断方向のひび割れの原因調査及び対策工の


設計を実施した。覆工横断方向のひび割れは、一


般的に地すべり等の外力により発生し、大規模な


対策工が必要となることが想定される。このため、


本業務は、変状原因の推定と大規模対策工の必要


性判断を行うことを目的として実施した。 


表-１ 本トンネルにおける変状種類と発生状況 


変状の種類 変状状況 


横断方向 
ひび割れ 


・開口性貫通ひび割れ（3.5～6.5mm） 
・局部的に発生 


  


図-１ ひび割れ写真      コア状況 


【設計概要】 


(1) 業務名：令和元年度 修善寺道路 


トンネル調査・補修設計業務委託 


(2) 発注者：静岡県道路公社 東部管理センター 


(3) 場  所：伊豆市修善寺～熊坂地内 


(4) 履行期間：令和元年 12 月 18 日 


～令和 2 年 8 月 31 日 


表-２ トンネル概要 


トンネル名 修善寺トンネル 


開削工法 NATM 工法 


開 削 年 1988 年（昭和 63 年） 


延   長 1.261km 


 


図-２ 位置図 


出典：静岡県 GIS HP 


 


 


図-３ 坑口断面図・縦断面図 


出典：修善寺トンネル竣工資料 


 


【調査・設計上の留意事項】 


 修善寺トンネルの過年度点検では、横断方向ひ


び割れ（ひび割れ幅 3.5～6.5mm）が局部的に確認


され、外力による影響が懸念された。なお、修善


寺トンネルの開削工法である NATM 工法は、開削


した地山にコンクリートを吹付けロックボルトに


より地山と一体化させ地山自体の保持力を利用し


てトンネルを保持する工法で、覆工コンクリート


には外力が作用しない工法である。 
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『トンネルの変状原因を探る ～修善寺トンネル補修設計～』 


株式会社フジヤマ 静岡支店 事業部 堀 真也                                        


熊坂 IC 


修善寺 IC 


修善寺トンネル 


5.0mm 


3.0mm 


修善寺トンネル 


変状発生範囲 約 50m 


横断ひび割れ W=5mm 


5 本程度 







  


 


２．業務における課題・問題点 


(1)業務における問題点 


・外力に起因する変状原因の特定が難しい 


 トンネルの変状は、地山が覆工で覆われている


ため、地山の状況を目視することができない。こ


のため、変状は、どのような外力が作用し発生し


たものなのか、適切な調査により見極めることが


重要となる。 


 


(2)既存資料整理結果 


 既存資料整理結果を以下に列記する。 


・過年度定期点検結果(ひび割れの進行性確認) 


 ひび割れの進行性は、ひび割れの延伸及びひび


割れ幅の増加は認められず、現時点で変状は安定


していると判断された。 


・竣工資料確認 


変状発生区間は、開削時に変状発生区間におい


て膨張性粘土鉱物（モンモリロナイト）による盤


ぶくれが発生していたことが判明した。 


【膨張性粘土鉱物の特性と竣工時対策】 


 伊豆地域は、火山灰等が固まってできる凝灰岩


地山が多く、当該地域もこれに属する。なお、竣


工時のボーリング資料より、亀裂が多い地山であ


ることが確認されている。膨張性粘土鉱物は、凝


灰岩がマグマ活動による熱水により変質すること


で発生し、吸水膨張する特性を持っている。竣工


時に確認された膨張性粘土鉱物（モンモリロナイ


ト）は、吸水膨張により体積の約 7～8 倍に膨張す


る特性を持つ。竣工時の盤ぶくれは、膨張性粘土


鉱物がトンネル開削により応力解放され発生した


ものであると推察され、その対策としてインバー


トコンクリートにより盤ぶくれ対策を講じている。 


 


図-４ 盤ぶくれ発生イメージ 


 出典：トンネルの変状メカニズム(土木会) 


【既存資料整理結果による変状原因の推定】 


 変状部で発生した横断ひび割れは、膨張性粘土


鉱物により、通常と逆方向の応力が覆工に働き、


通常の応力が働いている箇所との応力変化の境界


面で発生したと推測できる。なお、この変状原因


による変状は、過年度定期点検結果より進行が確


認されず安定している状態だと判断できる。 


 


通常部 


 


 


変状部 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-５ 変状メカニズム 


 


(3)業務における課題 


業務における課題を以下に列記する。 


・変状原因の裏付け調査方法の選定 


・変状原因に合わせた補修方針の決定 


覆工に働く通常の軸力（上から下へ） 


膨張性粘土鉱物（モンモリロナイト）による 


下から押し上げる反力 


軸力の境界面に沿って


ひび割れが発生 


覆工を押し上げるような応力 


通常の軸力 


塑性領域 


覆工を押し上げる 


ような応力 







  


 


３．課題への対応策 


(1)調査方法の選定 


 調査方法の選定は、「変状規模」、「変状による覆


工への影響」、「原因推定」の観点から以下の調査


方法を選定し、実施した。 


・コア削孔によるひびわれ状況の調査 


 コアボーリングによりひび割れの深度を観測


し、外力による貫通性ひび割れであることを確認


した。 


・変形調査（地上レーザ測量による断面測定） 


地上レーザ測量により覆工の内面形状を観測し、


覆工断面に変形が見られないことを確認した。 


・土質サンプルによる構成物質調査 


 コア削孔により覆工背面地山を採取し、X 線回


析（XRD）試験により膨張性粘土鉱物（モンモリロ


ナイト）を確認した。 


※土質サンプルの採取は、ボーリングマシンによ


り実施するのが一般的であるが、当該路線がバ


イパスであり交通影響を最小限とするため、コ


ア削孔によるひびわれ状況調査孔を利用し、採


取を実施した。 


・X 線回析（XRD）試験原理 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-６ X 線回析試験原理 


出典：イビデンエンジニアリング株式会社 HP 


 


  


図-７ 土質試料写真 


(2)変状原因に合わせた補修方針の決定 


1）調査結果 


 調査結果を以下に列記する。 


・貫通性ひび割れで進行性は確認されない。 


・変状箇所のみに膨張性粘土鉱物（モンモリロナ


イト）の含有を確認。 


変状原因は、調査結果より推定した変状原因で


ある可能性が高く、現時点で進行がなく安定した


状態であることが確認された。 


2）補修方針の決定 


補修方針は、変状原因及び現状の状況を考慮し、


大規模修繕による外力対策ではなく、定期点検時


の経過観察により進行の確認を行うものとした。


なお、ひび割れ補修工法は、ひび割れ幅が 3.5～


6.5mm と大きく一般的なひびわれ補修工法による


補修が困難であることから、NETIS に掲載されコ


ンクリートの一体化及び強度回復を図ることがで


きる「IPH 工法」を選定した。IPH 工法は、躯体内


の空気を抜き取り毛細管現象により高流動性のエ


ポキシ樹脂を微細なひび割れまで充填し、コンク


リートを緻密化させ強度回復を図る工法である。 


 


図-８ IPH 工法概要 


出典：一般社団法人 IPH 工法協会 HP 


 


４．おわりに（今後の課題） 


 トンネルの背面地山は、覗き見ることができず、


各種調査結果により変状原因を推定している。こ


のため、定期点検に合わせ補修箇所を経過観察し、


有効性評価を行う必要がある。なお、変状の進行


が認められる場合は、内空断面の減少伴う「内巻


補強工」、「ロックボルト工」、「覆工改築工」を含


め対策工の検討を行う必要があると考えられる。 
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１．はじめに 


(1) 業務名：舗装修繕設計 


(2) 発注者：浜松市 


(3) 場  所：（一）両島二俣線 


（浜松市天竜区両島地内） 


(4) 履行期間：2021 年 3 月 3 日～ 


2021 年 7 月 30 日 


 


 本業務は、土質調査（コア採取及び CBR 調査、


３箇所）や路面性状調査結果等から既設舗装の状


態を把握して構造評価を行い、設計 CBR を設定し、


適切で効果的な修繕断面・工法を決定するもので


ある。 


 対象路線の設計条件は、 


①大型交通量 103 台/日・方向 


②交通量区分 N4（A） 


③舗装の設計期間 20 年 


④信頼性 90% 


である。 


 


 


 


 


 


 


 


 


写真-1 ひび割れの状況写真 


 


２．設計上の課題 


２-１.既設舗装状態に応じた換算係数の決定 


 既存舗装の構造評価に用いられる「残存等値換


算厚(TA0) 表-1」は、舗装の破損状況に応じて既


設舗装の残存価値をアスファルト混合物の等値換


算厚で評価したものである。計算に用いる換算係


数は、構成材料別に状態に応じた換算係数の目安


が示されているが数値に幅があることから、構成


材料毎に破損状態を検証して換算係数を設定する


必要があった。 


 


表-1  TA0の計算に用いる換算係数 


 


(出典:舗装設計便覧) 
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２-２.最適な打換え工法の選定 


施工時には交通規制（片側交互通行）による時


間制約がある。既設舗装構成の評価、損傷原因を


推定し、従来の打換え工法や様々な層数・材料で


の舗装構成を抽出し、施工性・経済性に加え、地


元要望である早期交通開放を考慮した最適な上層


路盤の工法を選定する必要がある。 


 


３．対応策 


３-１.既設舗装の換算係数の決定 


(１) 表層の換算係数はひび割れの状況から決定 


路面性状調査では健全性区分Ⅲ「損傷レベル大」


と評価されており、現地では、表層の左右両輪の


通過位置にひび割れが発生し、かつ片側では亀甲


状のひび割れの発生が確認できたことから、ひび


割れ率は 35％（表-2）とし、舗装破損状態は「重


度」と判断した。これにより、加熱アスファルト


混合物の換算係数は 0.50 とした。（表-1 の表層・


基層/加熱アスファルト混合物の係数/破損の状態


が重度の場合） 


 


表-2 ひび割れ評価 


 
(出典:舗装点検必携) 


 


(２) 路盤の換算係数は経年劣化を考慮して決定 


土質調査から、上層・下層路盤の構成材料は共


に砕石と判断したが、境界は判読出来なかった。


（写真-2）砕石層は締固められた状態で、細粒分


の欠損が認められないことから、比較的健全であ


ると評価した。しかし、施工後概ね 20 年以上が経


過しており、既設舗装の状態が非常に悪いため、


経年劣化を考慮して換算係数は 0.20 とした。（表


-1 の下層路盤/クラッシャランの係数/0.25～


0.15 の中間値） 


 


写真-2 路盤の状態（上層と下層の境界不明確） 


 


３-２. 工法の選定 


(１) 設計 CBR の算出 


CBR 調査から、区間 CBR は 9.3、設計 CBR 8 と


算出した。なお、CBR 調査箇所 NO.2 では、上部の


変状土 CBR が 9.9％、下部の変状土 CBR が 19.8％


であった。路床の上部に下部と比べ極端に弱い層


がある場合には、舗装構造はこの影響を受けるこ


とになるので、CBR 値を用いてはならない。（舗装


設計便覧 P.71）このような場合には全層を弱い


層でできていると考え、NO.2の路床CBR値を 9.9％


とし、設計した。（図-1） 


 


 


図-1 CBR 柱状図 


軽度 5%
ひび割れが縦断方向に1本散見さ
れる程度、連続的な場合は10％程
度


中度 20%
ひび割れが縦断方向（左右両輪の
通過位置）に2本発生


重度 35%
左右両輪の通過位置にひび割れが
発生し、かつ片側では亀甲状のひ
び割れが発生


評価 ひび割れ率 破損状態







(２) 残存等値換算厚の算定 


交通量区分 N4、設計 CBR 8 の場合の「必要等値


換算厚(TA0)」は 16 である。 


一方、３箇所の「残存等値換算厚 (TA0)」は


11.5(表-3)であり、全地点で「必要等値換算厚(TA)」


を満足できていない結果となった。 


 


表-3 残存等値換算厚 Ta=11.5 


 


 


(３) 損傷原因の推定 


路面の横断方向のひび割れやわだち掘れ、亀甲


状のひび割れの損傷原因は、近年、対象路線付近


において、新清掃工場建設のための団地造成や建


屋建設工事が進められており、関連する大型車交


通が増加したことが原因と推定される。 


 


(４) 地元要望を考慮して工法を選定 


既設舗装の残存等値換算厚と推定された上層路


盤の損傷原因から、 


①瀝青安定処理工法 


②路上路盤再生工法 


③大粒径（QRP）工法 


④粒度調整工法 


の 4 工法について比較を行った。 


経済性では「粒度調整工法」が一番安価となっ


た。施工性では「路上路盤再生工法」が優れてい


た。但し、経済性において、「路上路盤再生工法」


と「粒度調整工法」ではほとんど差がなかった。


（表-4） 


現在の舗装修繕設計では、経済性を重視するこ


とが多いが、地元から早期交通開放を要望されて


いることから、施工性に優れている「路上路盤再


生工法」を採用した。 


 


表-4 工法比較 


 


 


４．おわりに 


現場状況に合わせた現場施工量の精度向上 


 工法比較で、地元からの要望で早期交通開放を


望まれていることから施工性を重視した結果、「路


上路盤再生工法」を選出した。比較検討では、一


般的な「一日当たり現場施工面積」を基に実施工


日数を算出して比較した。（表-5）しかし、実際の


施工量は現場状況や面積等によって変化する可能


性がある。今後は、施工延長や幅員、車線数等現


場状況に合わせ、施工業者にヒアリングなどを行


い、現場施工量の精度を向上していきたい。 


 


表-5 路上路盤再生工法の一日当たり現場施工量 


 


現道評価
等値換算係数 各層厚 各層厚 各層厚


a cm cm cm
表層：ｱｽﾌｧﾙﾄ 0.5 5 2.5 5 2.5 5 2.5
路盤：砕石 0.2 45 9 45 9 45 9


50 11.5 50 11.5 50 11.5


Ta'計算 Ta'計算 Ta'計算


NO.1 NO.2 NO.3
既設舗装


工法


構造 厚さ等 単価(円/m2) 厚さ等 単価(円/m3)


表層工 50mm 1,800 50mm 1,800


上層路盤工(瀝青安定処理) ― ―


上層路盤工(再生路盤) 100mm 1,900 ―


上層路盤工(大粒径) ― ―


粒調砕石 ― 140mm 880


不陸整正工 ― 施工 110


掘削 (310円/m3) 140mm 50


残土 処分費+運搬費(3760円/m3) 140mm 530


3,700 3,370


3,700,000 3,370,000


390 270


◎ 〇


1000m2当り必要日数(日) 2.6 3.7


1000m2当り交通整理人・日当り編成人数・人数 2 5 2 7


交通整理人費用・円/人 14,000 70,000 14,000 98,000


3,770,000 3,468,000


◎ ◎


◎ 〇


工法選定表


総合評価


1,000m2当り


現場施工評価(施工加味した設計)


1日当り現場施工面積(m2)D1


現場施工評価


経済評価合計額(1,000m2当り)


経済評価


1m2当り　計


路上路盤再生工法 粒度調整工法


経済評価(新設で計算)


路上路盤再生工法100mm


1日当り施工量判定表 推定1日当り施工量 単位
入力箇所 390 m2


施工フロー 日当り施工量単位 時間当り施工量(8時間) 単位 1日当り施工時間 単位


1400 m2/日 175 m2/h h


1日当り作業量


準備(規定値) 0.5 h


1次切削(基層T50mm) 1400 m2/日 175 m2/h 2.2 h


路上路盤再生工100mm 790 m2/日 99 m2/h 3.9 h


表層工 2300 m2/日 288 m2/h 1.4 h


1日当りの作業時間(8時間以内)→ 8 h


判定 OK
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１．はじめに（概要も含む） 


概要 


地籍調査とは、土地の境界位置と面積を測量調


査し、最終的には法務局に登記する事が目的であ


る。平成 30 年 5 月に「リモートセンシング技術


を用いた山村部の地籍調査事業マニュアル（以降


「マニュアル」と称す）」が施行された。リモート


センシング技術を活用した境界確認作業は、現地


で境界を確認するのではなく、公民館等で、パソ


コンモニターに示す図で境界を確認するため、現


地作業の軽減が図られ、今後、期待されている調


査手法である。 


本稿は、マニュアルに則り、山村部（急傾斜地）


において実施した地籍調査事例である。  


 


(1)業務名：地籍調査業務委託（大鍋Ⅱ） 


(2)発注者：賀茂郡河津町 


(3)場 所：賀茂郡河津町大鍋地内（図-1） 


(4)履行期間：〔着手日〕令和 2 年 4 月 28 日 


      〔完了日〕令和 3 年 3 月 25 日 


【作業工程】 


・RE（一筆地調査）、RF（補備測量）、RG（面積測


定）、RH（閲覧） 


・調査面積：0.70k ㎡ 


・調査筆数：61 筆 


・土地所有者：50 人（共有含む） 


 


 


 


図-1 実施区域図 


 


図-2 微地形表現図 


 


２．課題・問題点 


リモートセンシング技術を活用した境界確認作


業は、微地形表現図、筆界推定線図、林相区分図 


を、図上立会資料として作成する必要があるが、


今回初めての試みであった為、以下に示す点が懸


念された。 
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① 筆界推定線図では、微地形表現図を 2Ⅾや 3Ⅾ


で表現し、地形状況を判読し境界を設定する


が境界の妥当性が懸念される。 


② 境界確認は、土地所有者が現地を確認せず、公


民館での図上確認となる。そのため土地所有


者へ、境界位置等を上手く説明する事が出来


るか懸念された。また、河川境界及び道路（赤


線）境界の確認が図上確認で良いか懸念され


た。 


③ 調査区域周辺では、過去に周辺地域で測量し


た結果から登記簿面積に対し、実面積が、約 7


割から 8 割に減少する事が想定されているた


め、土地所有者の納得が得られるか懸念され


た。 


④ 土地所有者が図上確認で理解が得られない場


合、現地確認作業が必要となる。境界杭を設置


した場合、その後の補備測量（境界測量）を実


施する事になるが、山間部の急傾斜地という


現地の状況により GNSS の電波が不安定とな


り、点検測量の精度に入らない事が想定され


る。その場合は従来の TS（トータルステーシ


ョン）機材を使用しての測量となるため、基準


点が近傍に無い事も影響し、非常に多くの労


力が必要となる事が想定される。 


 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


微地形表現図作成に使用する既往データは、グ


ランドレベルの点群処理が施されていた為、微地


形表現図の作成は容易であった。微地形表現図の


作成に当たっては、土地所有者の方が、より理解


し易いよう色調を工夫すると共に、地形がはっき


り見えるよう濃淡を付け表現することを心掛けた。 


① 境界の妥当性について 


筆界推定線図は、微地形表現図のみで境界線を


表示していくのではなく、公図、点群データを取


得した時のオルソ画像や、過去の航空写真、国土


地理院が公開している地理院タイル（国土地理院


が配信するタイル状の地図データ）等のデータを


活用し境界線の設定を行った。 


図上での境界線設定は、個人の財産を決めるこ


ととなるため、山林境界に詳しい方（境界精通者）


と現地を確認する事が重要となる。境界精通者と


の現地確認は、特に地区界の一部や山林境界の一


部及び平坦地について確認をしていただいた。そ


の際、山林の中では、自分の居る位置が解らなく


なるため、作成した微地形表現図を入れたタブレ


ット PC と、GNSS 機材による簡易的な測量を行


い、境界線設定の資料となる現地調査図を現地確


認と合わせて作成した。（図－3） 


図-3 現地調査図 


 


② 現地を確認しないでの地権者への境界説明 


河川境界、道路（赤道）、水路（青線）部分や、


隣接する土地の一部の境界設定は、地上法による


地籍調査事業が並行して行われていたため、座標


を共有化する事で整合を図った。また、山地にお


ける赤線及び青線の位置は微地形表現図から決定


し、幅員は公図を基に設定した。 


（図－4、図－5 参照） 


特に留意した点は、今回調査したエリアの、ど


の土地も概ね登記簿面積の約 7 割から 8 割に減少


する結果となった。そのため、図上での境界確認


時、土地所有者に対し高い説明力が求められたが、


オルソ画像や航空写真等の情報を付け加えながら


解り易い説明に心掛け理解を得るよう努めた。 


改善点としては、林相区分図は、使用するソフ


トの問題（開発途中）により作成する事が出来な


かった為、オルソ画像や航空写真からの林相判別


が主となった。ソフト開発後は、使用するソフト


の操作を含め、林相区分図を作成し、今後に活用







したい。また、現地の状況確認が非常に重要であ


る事が改めて分かったため、簡易的な GNSS 機材


による確認作業の手法についても確立していきた


い。 


③ 土地所有者に境界の了承が得られなかった際


の現地立会に伴う作業量の増大について 


今回の図上立会にて土地所有者から現地を確認


したいとの申出は無かった。従って、リモートセ


ンシング技術を活用した境界確認作業は、有効で


あることが確認出来た。 


 


図－4 筆界推定線図（2Ⅾ） 


図－5 筆界推定線図（3Ⅾ） 


４．おわりに 


今回リモートセンシング技術を用いた山村部の


地籍調査を実施して、これまでの地籍調査におい


ての、境界確認手法と、大きく異なり、現地での


境界確認がほぼ不要となるため、現場作業が大幅


に削減されると共に、現場での危険を伴う作業も


回避する事が出来た。また、机上作業比率が大き


いため、調査区域が広域の際や、急峻な山村部で


の調査、土地所有者が年配者や急傾斜地を歩く事


が困難の方の場合、非常に効率的な手法であり、


今後、普及し主流となる手法と判断する。 


反面、図上で、境界線を設定する際、机上作業


のみならず境界精通者等との現地確認や意見を踏


まえ設定することが重要となる。また、現状では、


測量器材の進歩は著しいものの、山林中では


GNSS の電波が安定せず、極端に精度が落ちてし


まう事により、従来の TS（トータルステーション）


による測量に頼らざるを得ない事が今後の課題で


ある。 
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１．はじめに 


概要 


国土利用計画法（以下、「国土法」という。）が


制定され、土地利用基本計画制度が運用を開始し


て以来、30 余年（当時）が経過し、この間、経済


社会情勢の変化、地方分権の進展、土地利用に関


する各種個別規制制度の改正など、土地利用をめ


ぐる情勢は大きく変化している。 


平成 20 年７月には、国土形成計画が新たに策定


されるとともに、国土利用計画（全国計画）が改


定され、これに伴い、各都道府県では、土地利用


基本計画の変更に取り組むこととなるが、国土計


画が新たなステップを踏み出したことも踏まえ、


土地利用基本計画は、より充実した内容となるこ


とが望まれているところである。 


 こうした情勢を踏まえ、本調査・研究では、土


地利用基本計画の活用についての視点や手法を示


し、都道府県で土地利用基本計画変更の際の参考


となる内容を提案したものである。 


 


２．課題・問題点 


2-1.マスタープランとしての役割を十分に果たし


てこなかった 


土地利用基本計画がこれまで各種土地利用の総


合調整を行うマスタープランとしての役割を十分


に果たしていないという指摘がある。即ち、国土


利用計画を基本として都道府県土の総合的な空間


計画を導く規範性・指針性（メッセージ）を備え


た計画になっていないというものである。 


 


個別規制法の区域変更に伴う土地利用基本計画 


の五地域区分の変更は、「後追い的」で意味がない


という指摘が、その典型であろう。各個別規制法


には一部の例外を除き法令相互間の調整規定が設


けられていないので、都道府県の土地利用調整会


議において予めすべての関係が調整されることは、


縦割りの計画制度が割拠する中では意味があるこ


とといえる。ただし、このような意義だけでなく、


県土の土地利用を総合調整する積極的な意義を見


出していないという認識も、このような評価の背


景にあると考えられる。 


2-2.積極的な運用を見なかった 


土地利用基本計画の積極的な運用が見られない


要因としては、各県の計画図・計画書の内容が当


初の運用方針や国の示した雛形の範囲にとどまっ


ていること、県土利用のビジョンを示す国土利用


計画（都道府県計画）と一体的・相互補完的に検


討・策定されてこなかったこと等が挙げられる。 


2-3.制度発足時に示され雛形を踏襲したまま推移 


土地利用調整の基本となる「土地利用の基本方


向」が国土利用計画（都道府県計画）を単に引き


写している場合が多く、個別規制法や市町村への


指針としての具体性を欠いているという実態があ


る。 


また、｢土地利用の原則｣や｢五地域区分の重複地


域における調整指導方針｣についても、国土法施行


時に旧国土庁が示した雛形を踏襲するにとどまっ


ている場合がほとんどである。このため個別規制


法の枠組みや規制・誘導の内容が大きく変化して
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きている実態に対応したものになっていない。 


 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


3-1.土地利用計画制度の概要と創設の経緯 


 昭和 49 年、国土法を制定。その背景は、四日市


公害判決を踏まえた土地利用の適正化対策の急務


と列島改造論公表による地価高騰の抑制及び乱開


発の未然防止であった。 


 土地利用基本計画の発案時は、土地取引や土地


利用の規制に関する措置（開発許可)の直接の審査


基準となり得るものも意図されたが、開発許可に


関しては個別規制法の拡充等により対応していく


こととなった。 


 開発許可制度が整っていない地域については、


個別規制法で法改正作業等を進めることとし、都


市計画法（未線引き都市計画区域を新たに対象と


した）、農業振興地域の整備に関する法律、森林法


に開発許可の制度を設けるとともに、自然環境保


全法を新たに立法した。 


 このような経緯を経て、土地利用基本計画は、


各個別規制法による土地利用規制措置の総合調整


という役割が期待されることとなった。 


3-2.土地利用基本計画の基本機能の活用 


3-2-1.土地利用に関するマスタープラン機能 


 土地利用基本計画は、都道府県土の地域空間を


五地域に再編成し土地利用の総合的かつ基本的な


方向付けを行うことにより、各種の土地利用計画


の総合調整を果たすことを目的として作成される


ものであり、各種の土地利用行政の調整計画（マ


スタープラン）としての機能を有する。そのため


には、土地利用基本計画が、国土法第 10 条の趣旨


を体し、橋渡しをしていくことが有効な手法と考


えられる。 


3-2-2.計画・規制の総合調整のためのプラットフ


ォーム機能 


 都道府県土を、五地域（都市地域、農業地域、


森林地域、自然公園地域、自然保全地域）に区分。


都市から農村までの空間を欠けることなく、一葉


の図に表示。これにより、国土県土の土地利用規


制の現況をはじめて視覚的に認識でき、個別規制


法相互の調整を可能としている。 


 都道府県は、土地利用調整会議において、個別


規制法の関係者が一堂に会して議論・検討するな


どして、五地域区分の変更等土地利用基本計画の


変更が適切かつ円滑に行われるよう配慮している。


これは、土地利用基本計画の内容が関係諸法にわ


たること、国土法第 10 条の規定により「土地利用


基本計画に即して」各種の土地利用の規制に関す


る措置に反映されること、規制措置の権者が市町


村・都道府県・国と多岐におよぶこと等から、土


地利用基本計画を適切に管理していくためのプラ


ットフォームとして工夫・運用されているもので


ある。 


 この土地利用調整会議では、現在、主として五


地域区分の変更の際の調整を行なっている都道府


県が多いが、これ以外にも、都道府県土の抱える


諸課題への対応方策についての意見交換や、個別


事案であっても部局間の総合的な協議・調整を要


するような場合に、この場を活用していくことも


考えられる。また、いくつかの都道府県で定めら


れている土地利用の調整に関する条例との連携を


図っていくことも有効な手段と考えられる。 


3-2-3.土地利用基本計画に即して、個別規制法に


より、土地利用の規制等を調整（図－１参照） 


 個別規制法の許可権者は、土地利用基本計画に


即して、公害の防止等の諸点に配意して、土地利


用規制を運用。 


 国土法第 10 条による個別規制法の調整規定と


合わせて、国土法では土地取引規制の措置として、


開発許可等に一歩先んじ、土地の取得の段階にお


いて利用目的の計画適合性等を審査し、勧告又は


助言を行う措置を講じている。 


3-3.活用にあたっての手法 


 国土法の逐条解説によると、「土地利用基本計画


は、都道府県の現在及び将来を展望して、あるべ


き土地利用を想定する当為の計画であるとともに、


この計画に基づいて具体・個別の土地利用規制を


実施・調整していくという意味においてそれは現 







 


           


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－１ 国土利用計画法第 10 条の構図 


存の計画でもある」とされている。 


 土地利用基本計画においては、国土利用計画等


を踏まえ土地利用の大枠の方向性を、当為の計画


としてアプリオリ（与件的）に示すことができる


が、個別規制法の持つ規制手法を橋渡し的に組み


合わせることにより、土地利用の将来像を実現す


る「当為の計画」としての機能を持たせることも


有効な手法と考えられる。 


3-3-1. 【手法 1】それぞれ固有


の目的を有する関係諸法を橋渡


し(ブリッジ)し、土地利用調整


の総合性を発揮（図－２参照） 


 各個別規制法は、それぞれの


目的に応じた最有効な規制手段


を持っている。例えば、用途地


域や市街化区域と市街化調整区


域の区域区分（都市計画法）、農


用地区域（農振法）、農地転用（農


地法）、保安林（森林法）、特別


地域（自然公園法等）などであ


る。 


 一方、これらの地域・区域以


外の地域・区域においては、技


術的基準のみを課し、各個別規


制法における立地規制の規定が 


定められていない（計画白地地域）な


ど、規制が緩やかであるという状況が


ある。 


このような場合、ある個別規制法の


計画白地地域が、他個別規制法の規制


が有効な地域（青地地域）にも該当す


れば、その個別規制法同士の有効な規


制領域を組み合わせることにより、相


当の土地利用調整上の対応が可能と


なると考えられる。 


例えば、都市地域の中の郊外部で無


秩序な土地利用転換が問題となって


いる場合には、農業地域側から見れば、 


農地の保全管理上問題となっているケースも多い


と考えられ、上記の考え方を活用すれば、こうし


た問題にも対応できるのではないかと考えられる。 


そのためには、土地利用基本計画が、国土法第 10


条の趣旨を体し、橋渡しをしていくことが有効な


手法と考えられる。 


3-3-2. 【手法 2】個別規制法による規制・誘導措


置の準備が整うまでの繋ぎ役として乱開発等の進


行を防除（図－３参照） 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


  


 


図－２ 橋渡し（ブリッジ）機能 







 


           


 前述のとおり、個別規制法は、それぞれ目的に


応じた有効な規制手段を有しており、土地利用上


の諸課題についてもこれによる対応が求められる。 


一方、都道府県や市町村がこれらの措置を講じ


るためには、法令上又は運用上、関係者の合意形


成が必要な場合や一定の実態等調査を要する場合


がある。 


このため、個別規制法による本格的な措置を待


つと、その間に土地利用転換等が無秩序に進行し


既成事実化するなど、規制の条件が整ったときに


は既に規制が困難な状況となっているおそれもあ


る。 


このようなことが危惧される場合には、「土地利


用の調整等に関する事項」に、個別規制法が予定


する措置を記載し、国土法第 10 条を介し、関係諸


法が本格措置までの間「繋いでいく」ことや、あ


るいはその予定する措置には及ばないものの他の


規制措置による対応に当たっての配慮を記載する


ことにより、「繋いでいく」ことも、場合の手段と


して考えられる。 


 これは、例えば、市町村合併に伴い同一行政区


域に規制強度の異なる区域が混在している場合の


調整措置として活用することも考えられるほか、


3-1-1.の橋渡しの手法とあわせて活用することも


考えられる。 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－３ つなぎ機能 


3-3-3. 【手法 3】個別規制法が足並みをそろえて


連携して規制・誘導するための調整機能 


 一定のつながりをもった地域（例えば、自然遊


歩道の周辺地域、河川の流域）で捉えてみた場合、


総合的な視点にたった方針（例えば、景観・眺望


への配慮、総合的な治水対策）から見ると、各個


別規制法の運用の間で必ずしも整合や連携が図ら


れておらず、その総合的な方針の達成が困難なケ


ースもあると考えられる。 


 こうした場合に、各々の個別規制法の趣旨・目


的を踏まえつつ、その運用の足並みをそろえて、


その総合的な方針の達成に資するように、土地利


用基本計画に規制・誘導の方針等を位置付け、各


個別規制法の間の連携がなされるように調整を図


ることが考えられる。 


3-3-4.土地利用基本計画の活用イメージ 


 手引きには、土地利用調整上の課題に対し、ど


のような個別規制法の調整を行うことができるか、


をより具体的な事例を掲載している。 


3-3-5.本手引きの成果 


ここでの成果は、その後、平成 29 年の「国土利


用計画法に基づく国土利用計画及び土地利用基本


計画に係る運用指針（国土交通省国土政策局）」に


反映され、この運用指針に基づく土地利用基本計


画の見直しが行われている。 


 


４．おわりに 


土地利用基本計画の有する３つの機能（マスタ


ープラン、プラットフォーム、国土法 10 条の“即


して”）及び個別規制法の連携手法（橋渡し、つ


なぎ、足並みを揃える）を示した。 


 今後、これらの機能を有効に活用し、より実効


性のある土地利用規制が実現されることに期待し


たい。 


 


※詳しくは国土交通省 HP「土地利用基本計画の作成・活用


（ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_t


ochiriyou.html）」をご参照ください。 


※本稿は、前職の（株）計画技術研究所において受注した「成


熟型社会に対応した土地利用の誘導手法のあり方に関する調


査研究業務（国土交通省土地・水資源局 2007・2008 年）」の


成果内容を取りまとめたものである。 


（主な参考文献） 


・土地利用基本計画の活用に関する研究会報告＜土地利用基本


計画を使おう！＞国道交通省土地・水資源局（2009 年 3 月） 


・土地利用基本計画の活用に関する研究会報告 ver.2＜土地利用基本計


画を作ろう！＞国道交通省土地・水資源局（2010 年 6 月） 
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１．はじめに（概要も含む） 


近年、局地的な集中豪雨が頻繁に発生しており、


特に市街地において、雨水や河川水が低地に集中


し易く、そのため発生する都市型水害の対策が求


められている。このような内・外水による氾濫被


害に対処するためには、浸水区域や浸水深を把握


して、対策を行うべき区域を特定し、重点的な対


策をとることが重要である。そのための手段とし


て、浸水シミュレーションが有効である。 


農業施設として整備された樋門は、周辺の都市


化に伴い、その管理が曖昧となり、豪雨時のゲー


ト操作を速やかに行えないことがある。このため、


河川水が排水路を逆流することにより生じる外水


氾濫が生じている可能性が高い。 


本検討は、こうした区域の浸水対策事業として、


準用河川曳馬川に流入する排水路の樋門を、自動


的に開閉操作が可能なフラップゲートに改築する


計画（以下、フラップ化とする）の、被害軽減効


果の検証を行ったものである。検討には、プログ


ラムを容易に編集・改良できる NILIM2.0 を用い、


樋門から氾濫域への河川水の逆流現象を評価する


機能を付加して氾濫水の挙動を解析した。その結


果、逆流水による排水路水位の変化と沿川の氾濫


域の広がりを評価できた。また、樋門のフラップ


化前後におけるそれぞれの氾濫域を求め、フラッ


プ化による浸水現象の低減を評価することができ


た。なお、本論文は、先行論文 1)に事業評価の考


察を加えたものである。 


図-1  対象地域のモデル 


２．課題・問題点 


 １）対象地域 


対象地は、西に三方原台地、東に二級河川馬込


川に挟まれた低平地であり、北側から南側になだ


らかに傾斜し、標高は概ね T.P.+5.5ｍ～6.5ｍであ


る。流域面積が約 230ha で、かつて田園地帯であ


ったが、宅地化が進展したために人口・資産が集


中し、それに伴い交通網整備が進んでいる（図-1）。 


流域には雨水を排除する公共下水道（合流式）


や農業用排水路が整備されているが、近年の急激
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な都市化の影響で、豪雨時は浸水被害が発生して


いる。 


 対象地域には、曳馬川へ接続する排水路が５本


ある。その排水路の樋門にはスライドゲートが設


置されているが、豪雨時のゲート操作が適切に行


われているとは限らない。さらに、曳馬川の流出


先である二級河川馬込川が水位上昇しやすいため、


接続する曳馬川の自然排水が難しく、曳馬川と排


水路との合流点で逆流が生じることが浸水の原因


として推察される。その浸水対策としては、曳馬


川へ接続する５つの排水路樋門に対して、自動開


閉操作が可能な逆流防止施設（フラップゲート）


を整備し、曳馬川からの逆流を防止することが想


定される。そこで、このうち、どの排水路をフラ


ップ化することが事業計画上効果的なのか、氾濫


解析による評価を行った。 


 ２）問題点 


氾濫解析には、国土交通省国土技術政策総合研


究所公開ソフトである「NILIM2.0 都市域氾濫解


析モデル（以下は NILIM2.0 とする）」2）を用い


た。NILIM2.0 は、河道モデル、氾濫原モデル、


下水道モデルの３つで構成されており、地表面の


二次元不定流モデルを用いた氾濫解析と下水道管


路等の水理解析を連結したソフトであり、実現象


を忠実に再現できる。ところが、このソフトはゲ


ート操作が的確行われていることを前提にしてい


るため、河川水の樋門からの逆流現象を評価する


機能がなく、スライドゲートの閉め遅れを防止す


る、フラップ化の効果を評価できなかった。 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


 １）対応策 


 NILIM2.0 は、Fortran 言語で編集されている


ことにより、使用者がプログラムの編集・改良を


容易にできることが特徴の一つである。そこで、


樋門ゲートをフラップ化した場合の治水効果を検


証するために、独自に逆流現象を適正に評価する


ための河川と排水路の水位差で排水路に河川水が


流入する機能を、プログラムを書き換えることで


追加した。 


 ２）解析条件 


 解析条件として、外力である降雨規模は 7 年お


よび 30 年超過確率とし、流出域は中央集中型の


ハイドログラフを曳馬川の上流端で与え、下流端


は各流量に応じた河川の等流水深を設定した。下


水道管路は径φ600 以上のものを解析モデルに反


映し、対象地域の５本の排水路を検討対象とした


（図-1）。構築したモデルは、平成 24 年 10 月 6 日


の観測降雨を与えて解析を行い、当時の浸水実績


の再現性の確認（キャリブレーション）を行った。 


図-2  逆流なしの排水路の時系列水位 


図-3 逆流ありの排水路の時系列水位 


３）逆流現象の評価 


 逆流現象の評価は 30 年超過確率にて解析した


結果を用いた。排水路４の流出時間ごとの水面形


を図-2（逆流評価機能なし）と図-3（逆流評価機能


あり）に示す。各流出時間の水面形は、ハイドロ


グラフの水位上昇中が点線、下降中は実線で表し


ており、280 分で切り替わる。また、黒実線と黒







 


破線は現況水路の底高および天端高を示している。 


逆流現象を評価する機能を追加する前の


NILIM2.0 により解析した結果、下流端の水位は


排水路への流入量で設定され、排水路の水位は内


水氾濫が生じ始める時刻 280分まで上昇が見られ


ない（図-2）。これは流域の表流水の流入増加に伴


い、排水路の水位が時系列的に下流へ伝播するこ


とを示している。 


 逆流現象を評価する機能を追加した NILIM2.0


で解析した結果を図-3 に示す。水面形は 150 分よ


り、樋門 4 付近から水位上昇し始め、時間の経過


とともに上流側への水位上昇の伝播が確認できる。


また、280 分以降は樋門 4 付近の水位が徐々に下


がっていき、420 分付近で逆流機能がない結果と


ほぼ同等の挙動を示す（図-2,3）。これは外水位の


変動に応じて、排水路内の水位が上昇や下降する


ことを表しており、特に樋門 4 付近の水位が高く


なる期間は排水路上流側へ向けて河川水が逆流し


ていることを表現している。 


逆流現象の評価機能の有無により解析した浸水


域をそれぞれ図—4（逆流現象なし；フラップゲー


トあり）と図—5（逆流現象あり；フラップゲート


なし）に示す。図—4、5 中央部の赤枠で囲った範


囲に着目すると、樋門 4 の近辺は、逆流ありの浸


水域が、逆流なしの結果より明らかに広く、また、


浸水深も深くなることが見て取れる。 


 ４）解析結果 


 事業効果の評価は下水道事業を対象とし、高頻


度に発生する降雨確率（7 年）での解析結果を用


いた。表-1 に本検討で解析を行った検討ケースと


それぞれの結果を示す。検討ケースは、５つの樋


門のスライドゲートをすべて開放にした状態


（case-1）と、従来の通りに全てのスライドゲー


トを閉めた場合（case-2）、５本の排水路のゲート


をすべてフラップ化した場合(case-3)で行った。


また、どの樋門をフラップ化するのが最も効果的


なのか評価するために、５本の排水路のうち、１


箇所をフラップ化し、残りのゲートを全開にした


場合（case-4、5、6、7、8）を検討した。評価は、


case-1 の浸水面積との差で比較を行った。case-2


は全開の場合よりも浸水面積が約 52.3%減ること


が分かった。５本の排水路のゲートをすべてフラ


ップ化すると(case-3)、浸水面積は約 52.3％減っ


た。 


図-4 逆流現象なしの浸水域分布 


図-5  逆流現象ありの浸水域分布 







 


表-1 解析の組み合わせと浸水面積 


個別に１箇所ごとフラップ化した case-4、5、


6、7、8 の場合、浸水面積が 2.3％から 31.4％減


という結果となった。 


５）フラップ化の最適な組み合わせ 


 case-2 と case-3 を比較すると、同等の浸水低


減効果が見込まれるため、人力のスライドゲート


から自動開閉可能なフラップゲートにすることの


効果が示された。最も浸水面積低減効果があった


樋門４をフラップ化した case-7 について、当該箇


所は小学校の付近に位置しており、浸水低減効果


のほとんどが小学校の校庭であった（図-4,5）。そ


のため、浸水被害が出るような浸水面積の低減が


見込めないと評価した。樋門５は橋梁直下にあり、


ゴミ等の挟み込みを覚知できない可能性があるた


め、維持管理上好ましくない。以上を踏まえ、氾


濫解析結果と現場状況から総合的に判断すると、


最適な組み合わせは、樋門１、樋門２および樋門


３をフラップ化することであると評価できる。 


４．おわりに 


本検討では、プログラムを容易に編集・改良で


きる NILIM2.0 を用い、樋門より氾濫域への河川


水の逆流現象を評価する機能を付加して解析を行


った。得られた主な結論は以下のとおりである。 


(1). 機能付加により、逆流水による排水路水位


の変化と沿川の氾濫を評価できた。 


(2). 解析から、樋門のフラップ化前後における


氾濫域を求め、フラップ化による浸水現象


の低減を評価し、最適な対策案を提案した。 


ここで、フラップゲートは堆積物やごみ等が挟


まると、ゲートとして正常に機能しないため、定


期的な目視点検、日常的な掃除を行うなどの対策


が必要であることを課題として整理した。 


また、本検討では、曳馬川に接続する排水路樋


門のフラップ化による対策の評価を行ったが、よ


り広い視点で考えた場合の対策方法を、以下に整


理した。 


① 【曳馬川の治水対策】山水分離 


② 【流出先（馬込川）の流域治水対策】 


水を貯める（公園・校庭貯留）対策や地下浸


透ますの設置（2 次内水の処理として） 


③ 【ソフト対策】河川カメラや水位計の設置


による防災情報の発信 


参考文献 １）遠藤弘人,青嶌安弘,福原禄夫,清水雅


子, 排水路樋門のゲート操作の改善による氾濫水の


挙動解析と検討結果について, 令和 2 年度土木学会


中部支部研究発表会, Ⅱ-18, 2021. 


２） 国土技術総合研究所水害研究室, NILIM2.0 都


市域氾濫解析モデルマニュアル, 2008. 


樋門 1 樋門 2 樋門 3 樋門 4 樋門 5


全浸水面積


  （m2)


case-1と


の差(m2)


減少割合


（％）


case-1 現況（全部全開） 〇 〇 〇 〇 〇 8,600 0 0.0


case-2 現況（全部全閉） × × × × × 4,100 -4,500 -52.3


case-3 全箇所フラップ化 △ △ △ △ △ 4,100 -4,500 -52.3


case-4
樋門1フラップ化


＋他樋門は現況（全開）
△ 〇 〇 〇 〇 7,800 -800 -9.3


case-5
樋門2フラップ化


＋他樋門は現況（全開）
〇 △ 〇 〇 〇 8,400 -200 -2.3


case-6
樋門3フラップ化


＋他樋門は現況（全開）
〇 〇 △ 〇 〇 8,000 -600 -7.0


case-7
樋門4フラップ化


＋他樋門は現況（全開）
〇 〇 〇 △ 〇 5,900 -2,700 -31.4


case-8
樋門5フラップ化


＋他樋門は現況（全開）
〇 〇 〇 〇 △ 8,300 -300 -3.5


結　　果


（7年確率）


扉 　体　 開　 閉　状　況


スライドゲート全開；〇、スライドゲート全閉；×、フラップゲート自動；△
検討条件


樋門番号
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１．はじめに（概要も含む） 


1.1 概要 


法面設計を実施する際、対象となる斜面の平


面測量及び縦横断測量を行い、地形を把握し、設


計を行ってきた。近年は、3D レーザースキャナ


を用いた測量が普及し、対象を面として捉えた


測量が可能となっている。本論文は、地上設置型


レーザースキャナを用いた測量結果にて法面設


計を行った業務例より、3D レーザースキャナに


よる測量成果を用いた設計の有効性について報


告するものである。 


※3D レーザースキャナによる測量について 


対象物に対してレーザー光を照射し、反射光


が戻ってくる時間と角度から対象物の 3 次元座


標を取得する測量方法である。現地作業は、測量


機器の据付を行い、レーザー照射を行うのみで


ある。ただし、計測箇所から対象物までの間に障


害物等がある場合は、レーザー照射が届かない


ため、未測箇所となってしまう。未測箇所をなく


すためには、複数箇所からの計測が必要となる。 


 


1.2 事例業務 


(1)実施目的 


県道に面するモルタル吹付法面にて、モルタ


ルにクラックが確認された。（写-1 参照）モルタ


ルの剥落や斜面崩壊による道路利用者への被害


を防止するための対策の検討を目的とした業務


である。 


(2)対象となるモルタル吹付法面の現況 


対象となるモルタル吹付法面は、県道側面に


位置する切土法面（L＝100m 程度、最大切土高 H


＝10m 程度）であり、整形はされているものの、


岩盤の形状で凹凸がある。平均法面勾配は、1：


0.7 程度である。（写真-2,3 図-1 参照）モルタル


の状況は、垂直方向のひびわれが 5m 程度の間隔


で発生しており、ひびわれ部に 1 ㎝程度の段差


が発生している箇所も確認された。ひびわれ延


長は、概ね法肩から法尻まで連続しており、ひび


われ幅は、最大 1 ㎝程度であった。法尻に位置す


る県道は、2 車線で整備されており、歩道は設置


されていない。対象法面の法尻から県道車線部


までは、1m 程度の離隔がある。県道北側が対象


となる切土法面であり、反対側は自然斜面とな


っている。 
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写-1 現地状況 







 


           


 


 


 


(3)実施した設計内容 


既設モルタルの剥落を防止するため、モルタ


ルの増厚吹付工を計画した。劣化が見られるモ


ルタル吹付への対策としては、既設モルタルの


撤去+新規モルタル吹付の施工と、新技術・新工


法である既設モルタル存置+モルタルの増厚吹


付工が考えられる。既設モルタル吹付の撤去・殻


処分まで含めて検討を行い、経済性に優れるモ


ルタルの増厚吹付工を採用した。また、斜面崩壊


を防止するための鉄筋挿入工、表層崩壊を防止


するための法枠の計画を行った。 


 


２．課題・問題点 


2.1 立入が困難な現場状況 


対象斜面は、モルタル吹付が施されている斜


面であり、凹凸がある。斜面中腹部は、局部的に


垂直となっている箇所もあり、近接での計測が


困難である。従来の測量では、斜面中腹部の計測


が困難であることから、法尻と法肩のみの計測


となる。 


法肩の高さ計測は、法肩部に転落防止柵等が


ないことから、転落の恐れがあり、危険を伴う作


業となる。また、法尻に位置する県道は、道路縦


断勾配が 7％程度と急であり、通行車両の通過速


度が速い。対象斜面の法尻と車線の離隔が 1m 程


度しかないことから、法尻部分の測量も危険を


伴う作業となる。 


 


 


2.2 法面展開図の精度 


当該箇所は、道路台帳付図しか地形情報がな


い。等高線が記載された平面図等もなく、現地の


地形の把握が難しい。また、既設モルタルは、凹


凸が多く、法肩・法尻を繋ぐだけの展開図は、現


地の地形と整合しない。 


 


2.3 自然斜面における鉄筋の干渉 


対象斜面に対して一律の角度で鉄筋挿入工を


実施した場合、対象斜面に凹凸が多いことから、


鉄筋の先端が干渉することが懸念される。 


 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


3.1「立入が困難な現場状況」に対して 


(1)対応策及び工夫 


地上設置型レーザースキャナを用いた測量を


実施した。斜面中腹部などの近接が困難な箇所


についても、近接を行うことなく、レーザーの反


射により、点群データを取得した。地上設置型レ


ーザースキャナを用いた測量は、未測箇所をな


くすため、複数点から計測を行った。また、安全


を考慮し、車道の外側等、安全な場所に機械を設


置し行った。 


(2)改善点 


対象斜面全体の計測は、1 箇所からでは困難で


あったため、複数箇所で実施した。各箇所の計測


結果を PC にて繋ぎ合わせを行ったが、ビジュア


ルアライメント（形状合成）による合成手法を行


ったため、現況の共通点が複数必要となり、観測


が困難であった。樹木等の観測角度によって形


状が異なる対象物では、合成を行うための共通


点とはならない。計測結果の繋ぎ合わせを容易


にするため、同一点として、任意の目印の設置を


行うべきであった。 
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(3)適用結果 


地形全体の形状を把握することができた。（図


-2 参照） 


斜面全体の点群データを取得したため、現地


調査後でも任意の断面図を作成することができ


る。従来の測量に比べ、現地作業の事故の危険性


を減らすことができた。また、現地作業時間も短


縮することができた。 


 


3.2「法面展開図の精度」に対して 


(1)対応策及び工夫 


計測結果の 3 次元モデル図を確認し、任意の


横断図を作成した。斜面の凹凸に合わせて斜距


離の計測を行い、展開図を作成した。 


また、点群データによる斜面の面積計測を行


い、展開図の精度を確認した。計測の結果、展開


図による法面面積は 845m2 であり、点群データ


による法面面積は 840m2 となった。誤差を 5％程


度に抑えることができた。 


(2)適用結果 


従来の測量では、法肩と法尻を一定勾配と仮


定した展開図となってしまう。当該斜面のよう


な凹凸が多い箇所では、施工数量と乖離が生じ


てしまう。点群データを活用した展開図を作成


したことにより、設計と現地の乖離をなくすこ


とができた。 


3.3「自然斜面における鉄筋の干渉」に対して 


(1)対応策及び工夫 


凹凸が大きい箇所について、別途横断図を作


成した。（図-4 参照）鉄筋挿入工を CAD 上で配置


し、先端の干渉について確認を行った。 


(2)改善点 


上記横断図により、垂直方向の鉄筋の干渉に


ついて確認を行ったものの、水平方向の鉄筋の


図-2 地上設置型レーザースキャナ測量による 3 次元モデル 


対象法面を正面から望む 


対象法面を起点側から望む 対象法面を終点側から望む 







 


           


干渉については未確認であった。計画の 3 次元


モデルを作成し、斜面全体での配筋の確認を行


うべきであった。 


 


 


４．おわりに 


4.1 地上設置型レーザースキャナの有効性 


今回の業務は、道路台帳付図しか情報がない


状況で、法面設計を行う内容のものであった。道


路台帳付図からの情報で法面設計を行った場合、


現地と設計の乖離が大きく、施工時の変更・修正


作業が発生する恐れがある。そのため、地上設置


型レーザースキャナを用いた測量の実施を提案


したものである。結果として、従来の測量に比べ、


下記 3 点の有効性が確認された。 


・立入が困難な場所の計測が可能 


・安全な場所からの作業が可能 


・任意の断面図作成が可能 


また、現地作業時間も短縮することができた。


今回の現場では、おおよそ 2～3 日程度現場作業


が掛かるところ、地上設置型レーザースキャナ


を用いた測量では 1 日となった。 


 


4.2 今後の展望 


周辺自然斜面の樹木が生い茂っている箇所で、


レーザーが樹木に反射してしまい、地形の把握


が困難であった。樹木等が生い茂っている箇所


では、樹木等に反射してしまった点群データの


フィルタ処理が必要となる。利用方法としては、


災害等により樹木がなくなっている箇所や、構


造物が設置されている箇所において特に有効性


が発揮されると考えられる。 


また、3D モデルで施工ステップを作成するこ


とで、施工時の危険箇所などを事前に確認する


ことができると考えられる。 


可視化による効果は多く、別業務にて、点群デ


ータを用いて地元協議資料の作成を行った事例


がある。（図-5,6 参照）業務内容は、県道の拡幅


及び歩道設置を行うものである。拡幅に伴い用


地買収が必要となるため、周辺地権者を対象に


地元説明会を実施した。点群データに写真から


着色を行い、カラー点群とした。それに計画道路


のデータを重ねて、完成形のイメージモデルを


作成した。地元地権者との完成形のイメージ共


有に役立ったと感じられた。 
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図-3 計画横断図 


図-4 地元協議資料抜粋 


図-5 地元協議資料抜粋 


垂直方向の鉄筋の干渉 


については横断で確認 






